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第1章緒 一三口

農業生産の量的および質的な向上に農薬の果たした役割は非常に大きい。水稲について

みると， 1945年から1955年頃までの10a当たりの生産量は300kg前後で、あったが， 1948年か

ら1952年のDDT,BHC，パラチオン，有機水銀粉剤等の相次ぐ登場によって108）凶作の二

大原因といわれたニカメイチュウおよびいもち病の効果的防除が可能となり， 1960年代に

は400kg台に達した。 1954年にはアルドリン，ディルドリンおよびエンドリンの登場108）に

よって，水稲ばかりでなく野菜，果樹の生産量も飛躍的に向上した。また， 1950年からの

除草剤2,4-Dios）の普及によって農作業の中で最も過重で、あった除草労力も軽減された。こ

の結果，農業生産技術は多肥栽培が主流となり，病害虫防除や除草は農薬の使用によって

十分可能で、あるとする農薬万能の安易な考え方が一般的となった。

しかし， 1965年頃からの高度経済成長期に入札国民生活の安定とともに，安全な食品

への関心が高まり，農産物や環境中への農薬の残留が大きな社会問題となってきた。 1971

年に農薬取締法の改正が行われ，農薬の残留基準や登録保留基準とこれに伴う安全使用基

準が定められ，農業生産現場における農薬の安全使用の徹底が図られた。一方，病原菌や

害虫の側では，農薬一辺倒の防除によって，薬剤に対する耐性菌や抵抗性害虫の出現とい

う新たな問題も生じた。さらに，高度経済成長は農村の主要労働力を都会の第二次，第三

次産業へと流出させ，その結果として農業労働力の老齢化・婦女子化という現象を招いた。

このため，農作業の機械化が行われるなかで病害虫防除作業のみが取り残され，その省力

化が強く求められるようになった。また，国民の食生活の面では，消費ニーズが多様化し，

周年にわたって新鮮な農産物の供給が求められるようになり，野菜栽培の施設化が進んだ。

この結果，病害虫の発生も周年化し，施設での省力安全防除技術の開発が急務となってき

fこ。

本論文は，以上のような歴史的背景の中で， 1971年から1991年の20年間にわたり，筆者

らが広島県立農業試験場において遂行した農業生産現場における農薬安全利用技術と合理

的施用法に関する研究を集成したものである。研究は，①土壌施用農薬の作物移行残留性

と移行量の軽減対策，②施設栽培における安全利用と省力防除法の合理化，および、③水田

における省力防除法（粉剤の多口ホース噴頭散布）の合理化に関するものの3部門からな

るが，一貫して農薬利用の安全性と合理化を追求したもので，それぞれの時代の要請を受

けた緊急かつ重要な課題であった。
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① 土壌施用の農薬の作物移行残留性と移行量の軽減対策：農薬の作物残留と環境汚染

性は， 1965年頃から大きな社会問題となった。その中でも土壌害虫防除に用いられたアル

ドリン，ディルドリン，エンドリンなどのドリン剤は土壌中に長期間残留し，農作物にも

吸収移行しやすいことから人蓄への影響も懸念された16,41,52,53,54九

のため，広島県において使用量の多かったドリン剤や PCNB剤等の有機塩素系農薬を対

象として，まず土壌中での残留と農作物への吸収移行の実態を明らかにした。さらに，有

機塩素系だけでなく使用の増大している有機リン系農薬も含めて，土壌中農薬の農作物吸

収に対する活性炭処理等による軽減対策について検討した。

② 施設栽培における安全利用と省力防除法の合理化：農業生産において農薬の散布作

業は重労働であり，大きな負担となっている。特に，施設での防除作業は閉鎖環境での作

業となるため，作業者が薬液に被曝する機会が多いことが保健上の問題として憂慮され

た1山以1則叫151,1払 153）。このため，散布作業者の安全性確保に必要な基礎資料を得る目的で，

まず農薬被曝の実態調査を行った。また，近年，施設における省力防除法として，蒸散器，

くん煙機，常温煙霧機等が開発され現場に導入されてきた2,80,83,99,110,134, 138,148, 154, l問。しかし，

これらの器機は，具体的な適用条件などが未検討のまま民間主導で農家に導入され，合理

的に使用きれていない場合が多かった。そこで，これら省力防除法の現場防除技術を確立

するため，広島県内に広く普及している小規模の単棟ビニールハウスを使用し，省力防除

法の安全性だけでなく，農薬のハウス内拡散性，作物付着性，気中濃度および防除効果な

どの特性を明らかにした。

③ 水田における省力防除法の合理化：水田での粉剤散布は，作業の省力化のために1960

年代後半から多口ホース噴頭（以下パイプダスター）が導入きれ12ヘ今日では最も広く普

及した省力散布技術となっている。広島県でも1965年頃から導入きれ37），現在では防除面積

の90%以上に定着している。

この散布法は従来の直噴管や曲がり噴管による吸込み散布に比較して株元への薬剤到達

性が劣り，特に稲作後期の株元に発生する紋枯病（Rhizoctonia solani Kuhn）やトビイロ

ウンカ （Nilゆarvatalugens ST AL）に対して防除効果の劣ることが普及当初から懸念さ

れた136）。このため，全国の多くの農業試験場を中心に，普及開始とともに本散布法の防除

効果の確認試験が行われた仏103’124,142 さらに，粉剤の株元への到達性を高めるための製剤j

の改良や散布法の改善に関する研究仏民123,150）も1970年代の前半から開始された。その結果，

1979年には従来の粉剤の長所を生かし，しかもその欠点である漂流飛散性を少なくした DL

粉剤が開発され87,126），現在では殆どの粉剤がDL化された。しかし， 1979年， 1982年， 1983
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年， 1985年および~1987年の西日本各地でのトビイロウンカ多発生年における DL 粉剤の防

除効果不足が問題となり，広島県での被害量は， 2,000～3,000tに達した8）。また， トビイ

ロウンカの有機リン剤，カーパメート剤に対する抵抗性の増大がDL剤の開発と時を同じ

くして認められた13,39，叫51,92）。トビイロウンカに対する防除効果不足の原因は，散布むらや

株元葉鞘部への薬剤の付着不良による薬量不足であることが考えられた。これらの問題点

を解明するため，パイプダスター散布による散布むらの実態を把握し，散布むらの改善と

トビイロウンカに対する防除効果について検討した。

本論文では，農薬の名称は農林水産省に登録された種類名を用いた。研究対象とした農

薬の InternationalStandards Organization (ISO）によって承認された名称，主要な商

品名を表1に示した。
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表 l 調査対象農薬名および代謝物

種類名 I S O名 主な商品名

TPN chlorothalonil ダコニール

ピンクロゾリン vinclozorine ロニフン

殺 チオファネートメチル thiophana te-methy 1 トップジンM

イフ。ロジオン iprodione ロフラール

フ。ロシミドン procymidone スミレックス
菌
PCNB quintozene ペンタゲンなど

(P CA pentachloroaniline PCN Bの代謝物）

剤 (PCTA pentachlorothioanisole PCN Bの代謝物）

(HCB hexachlorobenzene PCN Bの不純物）

IBP iprobenfos キタジンP

アルドリン aldrin アルドリン

ディルドリン dildrin ディルドリン

エンドリン endrin エンドリン

エチルチオメトン disulfoton タやイシストン

殺 イソチオエート isothioate ホスドン

アセフェート acephate オノレ卜ラン

CVP chlorfenvinphos ビニフェート
虫
DMTP methidathion スフ。ラサイド

マラソン malathio マラソン

剤 ホルモチオン formothion アンチオ

BPMC BPMC パッサ

MPP fenthion ノ〈イジット

ダイアジノン diazinon 夕、ベアジノン

フやフ。ロフェジン buprofezin アプロード

トリプルラリン trifluralin トレファノサイド

除
ジフェナミド diphenamide ダイミッドなど

CAT s1mazme シマジン
草
NIP nitrofen ニッフ

剤
リニュロン linuron ロロックスなど

ベンチオカーブ thiobencarb サターン
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第2章 土壌施用農薬の作物移行残留性と移行量の軽減対策

農薬の土壌施用は土壌病害虫への直接接触による防除だけでなく，作物の根から吸収き

せて地上部病害虫を間接的に防除する施用法としても定着している。ひ酸鉛やクロールピ

クリン等の使用は古くから行われていた14ペ特に， 1954年，残効性が長く効果の卓越した

アルドリン，デイルドリン等のドリン剤の登場を契機として，これらの土壌施用が畑作害

虫の省力防除技術として飛躍的に普及した。しかし， 1970年頃から環境保全や国民の健康

保護の面からドリン剤の残効性が逆に欠点として問題となってきた。また，土壌殺菌剤で

ある PCNBは現在広く用いられているが，同様なことが懸念された。この問題の解決は，

単にドリン剤や PCNBに留まらず，土壌施用農薬全般にわたる環境汚染防止や土壌中長

期残留による後作物への吸収移行の防止対策を考える上で重要な課題となった。

しかしながら筆者が研究を始めた1970年当時には，この課題に関する我国における研

究例は皆無であり，実態の把握とその対策は緊急、を要する問題であった。

本章では， 1971年から1980年にかけて行った有機塩素系のドリン剤と PCNB剤の土壌

残留性と作物吸収移行性，活性炭処理などによる移行量の軽減対策，並ぴに活性炭処理が

他の土壌施用農薬の効果に及ぽす影響等に関する一連の研究の結果について述べる。

第 1節 有機塩素系農薬の作物吸収移行性および土壌残留性

アルドリンとディルドリンは，広い殺虫スペクトラムと優れた効果を有するため，広島

県では瀬戸内海沿岸・島しょ部のパレイショ栽培地帯を中心にコメツキムシ科害虫（Agriotes

ルscicollisMiwa, Melanotus fortnumi Candeze, SelatosomusρuncticollおMotschulsky)

を始め，各種土壌害虫防除剤として使用された。エンドリンも，パレイショ栽培地帯のジ

ャガイモガ （Phthorimaeaoperculella Zeller）防除の特効薬として，また，あらゆる作物

の害虫防除剤として広く県内で使用された。しかし，これらドリン剤は作物および土壌残

留性だけでなく，農作物を通しての人畜体内蓄積性が懸念され，そのうえ魚介類に対する

毒性も高かった。そのため， 1971年の農薬取締法改正により作物残留性，土壌残留性およ

び水質汚濁性農薬に指定きれ，その使用が厳しく規制されて今日に至っている。

PCNBは土壌殺菌剤として今日でも広く使用きれている。特に広島県では，バレイショ

そうか病 （Streptomycesscabies (Thaxter) Waksman et Henrici）の防除剤として，さ

らに広島県の特産物であるヒロシマナなどの十字花科野菜の根こぶ病 （Plasmodiophora
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brassicae W oronin）の防除剤として多く使用きれている。本剤は単位面積当たりの薬剤投

下量が多く土壌中残留性も長いことから，そこに栽培きれている作物は勿論のこと後作へ

の吸収移行残留が懸念された。

一方， ドリン剤の土壌残留性や作物への吸収移行性についての研究は，米国では1950年

代の終わりから1970年にかけて勢力的に行われた。土壌残留性に関しては， EDWARDS9＞の

詳細な総説があり，作物への吸収移行性については， LICHTENSTEIN62'63•68•69•73• 7 4>, HARRISら制，

HERMANSONら紛の報告がある。これに対して，我国では1970年代に入ってから研究が開

始されたはは仏以内89）が，パレイョに関する報告は未だ見られなかった。また， PCNBの

土壌残留性や作物吸収移行性に関しては，筆者の知る限りでは， 1967年に GORBACH15）がバ

レイショ， 1972年に WANG141)が土壌， 1976年に岡崎117）がハクサイについて，それぞれ報

告しているに過ぎなかった。さらに，これらの報告では PCNB代謝物についての検討が

不完全で、， PCNB製剤中に含まれる不純物（HCB）は全くとり上げられていなかった。

そこで，本節では広島県の特産物であるバレイショとヒロシマナ，および広く栽培され

ているキュウリ，シュンギクを対象作物として，これら薬剤の農作物および土壌中での残

留実態を把握するためのモデル試験を行い，土壌中j農度と作物中濃度の関係や土壌中農薬

の農作物への吸収抑制対策の基礎資料を得るための検討を行つた結果を述べるm

なお，アルドリンは土壌中で酸化きれてディルドリンに変化し円作物中でも同様な現象が

起こるときれている問。本報告では，アルドリン粉剤を処理した場合のアルドリンとテホイル

ドリンの動向を追跡した。また， PCNB粉剤に関しても，代謝物の PCAとPCTAの他

に製剤中に含まれる不純物の HCBについても追跡した。

1 .実験材料および方法

( 1) ドリン系殺虫剤の土壌残留性と作物吸収移行性の検討

1 ）供試農薬および処理方法

1区面積は10m2とし，表2に示す処理を行った。

2）作物の植付および分析試料の採取

パレイショ（品種：男爵薯） : 1971年3月25日に東広島市八本松町の広島県立農業試験場

（以下農試）ほ場に植え付けた。土壌の特性は表3に示した。肥培管理は慣行栽培によっ

た。分析試料の採取はノてレイショは生育時期別に 4月30日（萌芽期）， 5月20日（着奮期），

6月22日（掘取適期）， 7月1日（地上部半部枯死）の6回，土壌は 3月26日と 7月2日の

2回採取して分析に供した。
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表2 供試農薬および処理方法

農薬名 処理量的 処理年月日 処理法 供試作物

アルドリン粉剤（4%) 0.6kg/a 1971/ 3 /25 土壌混和 ノ〈レイショ

II II II II キュウリ

II 1.2kg/a II II II 

II 1.8kg/a II II '' 
エンドリン乳剤（19.5%) 1,000倍液10Q /a II 土壌濯注 II 

II 500 II II II II 

II 250 II II II II 

a）アルドリン粉剤は製剤量

表3 供試は場土壌の特性

士性 粗砂 細砂 微砂 粘土
換

量

嬰
院
宗
廿

吸

数

跡
取
店
内

燐

収
態
酸

L
Hリ
4正
常
／有

燐
植府明

置換性塩基

Cao MgO 

SC L 39. 7% 28. 7% 15.9% 15.5% 1.9% 2.9mg 480 8.8m.e 177. 7mg 19.6mg 

キュウリ（品種： Fi近成山東）：第 1作は1971年5月7日には種し，第2作は第 1作の収

穫終了後同一試験区に 7月15日には種した。肥培管理は慣行栽培によった。分析試料の採

取は，第 1作ではキュウリ果実を 7月2日（収穫始め）と 7月13日（収穫最盛期）の 2回，

土壌は 7月14日に，また，第2作ではキュウリ果実を 9月3日（収穫始め）と 9月13日（収

穫最盛期）に，土壌は 9月22日に採取し分析に供した。

なお，土壌の採取はパレイショ，キュウリとも試験区内6か所から表層lOcmの土を採土

管（直径6cmの塩ビ管）で採取した。

3）抽出精製

バレイショおよびキュウリは，試料1kgをミキサーで均質化した後50gをホモジナイザ

ーに秤り取り，アセトンlOOm.eを加えてさらに細切撹件抽出した。抽出液を約30m.eに減圧濃

縮して500m.eの分液ロートに移し， 2%硫酸ナトリウム水溶液250m.eを加えて混合した。 n-

ヘキサンlOOm.eおよび、50m.eで2回分配抽出し， n－ヘキサン層を減圧濃縮後，フロリジルカラ

ムで、精製を行った。展開溶媒は n－ヘキサン・エチルエーテル混液（95: 5) 200m.eを用い，

溶出液を減圧濃縮後， n－ヘキサンで定容としか、スクロマトグラフによってアルドリン，デ

ィルドリンおよびエンドリンを定量した。

土壌は風乾後乳鉢で磨砕し， 2mmのフルイで筒別した土壌30gを500m.eの三角フラスコに

取り，アセトンlOOm.eを加え 1時間横型振とう機で振とう抽出した。その後の操作はパレイ

ショ，キュウリの方法に準じた。
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均質化試料に0.lppm添加量での回収率（以下作物に関してはこの方法に準じる。）は，キ

ュウリ果実ではアルドリン96.4%，ディルドリン87.5%，エンドリン93.3%，また，土壌

に0.lppm添加量で、の回収率（以下土壌に関してはこの方法に準じる。）はそれぞれ， 97.5%,

72.5%, 80.4%であった。

4）カゃスクロマトグラフィ一条件

カ、、スクロマトグラフは島津製作所製 ECD(63Ni）付 GC-5AIEEを用いた。カラムは

内径3mm，長さ1.5mのガラス製を，充填剤は10%DC-200+ 15% QF-1 (1 : 1) ／クロモ

ゾルブW,AW, 60～80メッシュを用いた。温度は試料気化室240，カラムオーブン190,

検出器220～250℃，キャリヤーガス（N2）は40～60m.e/minとした。

(2) PCNB，その代謝物および HCBの作物残留と土壌残留の検討

PCNB粉剤（20%）を土壌施用したときの， PCNBとその代謝物の PCAとPCTAお

よび不純物として存在する HCBの挙動を追跡した。

1 ）栽培場所および土壌の理化学性

気象条件や土壌条件の異なる農試ほ場と因島市重井の農試島しょ部支場（以下因島ほ場）

の2か所で検討した。農試は場土壌は灰色低地土，因島ほ場土壌は中粗粒褐色森林土（以

下褐色森林土）で，その理化学性は表4のとおりであった。

供試土壌

灰色低地土

褐色森林土

pH （水）

5.1 

4.9 

表4 供試土壌の理化学性

腐植

2.53% 

1.32 

粗砂＋

細砂

62.4% 

87.5 

微砂

17.5% 

15.7 

2 ）処理方法および分析試料の調製

i ）ノくレイショ

粘土

20.2% 

7.4 

CEC 
meq/100 g 

9.6 

6.0 

圃場

容水量

38.5% 

21.3 

農試ほ場では， 1977年3月25日に各試験区（ 1区lOm2）に PCNB粉剤を 1および2kg/ 

aの割合で土壌表面に処理後，鍬で打ち込み土壌とよく混和し，パレイショ（品種：デジ

マ）を植え付けた。因島ほ場では， 1977年3月11日（春作）と 9月7日（秋作）に各試験

区（ 1区15m2）に同様に 1および2kg/ aの割合で植溝処理した後，バレイショ（品種：春

作はデジマ，秋作は農林1号）を植付けた。

土壌の採取は，両ほ場とも処理直前，直後， 10,20, 30, 60および90日後に，前記(1）の

2 ）の方法により採取し，よく混合して生土のまま分析に供した。
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また，土壌中における長期残留性は因島ほ場の同一ほ場内で1974年9月3日に PCNB粉

剤を 2kg/ a処理し，その後引き続いてバレイショを栽培した試験区で検討した。この場合

の土壌採取は，処理直後， 1か月， 2か月， 3か月， 7か月， 20か月および38か月後に，

前記（1）の 2）の方法で採取した。さらに，この採取時には，土壌中の垂直分布を調査するた

めに表層から30cmまで5cm間隔で、層位別に土壌を採取し生土のまま分析に供した。

バレイショは農試は場では 6月25日と 7月8日の2回，因島ほ場では春作は 6月10日と

7月6日の2回，秋作は12月8日に掘取り，分析に供した。

ii ）シュンギク

農試ほ場（灰色低地土）のみで検討した。 1978年9月7日に試験区（ 1区lOm2）に PCNB

粉剤を 3kg/ aの割合で土壌表面に処理し，鍬で打ち込み土壌とよく混和後直ちにシュンギ

ク（品種：鯉城春菊）を播種した直播区と， 10月6日に移植した移植区を設けた。

シュンギクは直播区，移植区とも10月20日， 10月30日， 11月9日の3回採取した。土壌

は11月9日に前記（1）の 2）の方法で採取し分析に供した。

iii）前作および後作への吸収移行試験

農試ほ場（灰色低地土）では， 1980年9月4日に各試験区（ 1区lOm2）に PCNB粉剤

3 kg/ a処理後，前作にヒロシマナ（品種：在来種）をは種した。 12月22日に収穫後，直ち

に後作のシュンギク（品種：鯉城春菊， 11月6日にジフィーポットには種し予め育苗した

もの）を定植し， 1981年2月9日に収穫するまでビニールトンネルで被覆した。

因島ほ場（褐色森林土）では， 1980年8月19日に各試験区（ 1区15m2）に PCNB粉剤

3 kg/ a処理後，前作にパレイショ（品種：農林1号）を植付けた。 12月19日に収穫後直ち

に後作のシュンギク（品種：鯉城春菊）をは種し， 1981年3月16日に収穫するまでビニー

ルトンネルで被覆した。

ヒロシマナ，シュンギクおよびパレイショは収穫適期にのみ 1回採取した。また，土壌

はそれぞれの作物の収穫時に前記（1）の 2）の方法で採取し，それぞれ分析に供した。

3）抽出精製

パレイショおよび土壌は前記（1）の 3）の方法によった。シュンギクおよびヒロシマナは，

予め均質化した試料50gを300mtの分液ロートに秤り取り，アセトニトリルlOOm.eおよび50

mtで、2回，各5分間振とう抽出した。抽出液を500mtの分液ロートに合わせ4%食塩水350

mtを加え， n－ヘキサンlOOm.eで、2回振とっ抽出した後， n－ヘキサン層を減圧濃縮した。以下

の操作はバレイショおよび土壌の方法に準じて行った。

以上の抽出精製による回収率は，土壌（0.lppm添加）では，農試ほ場，因島ほ場でそれぞ
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れ， PCNB80.2%, 78.4%, PCA89. 7%, 80.4%, PCTA92.2%, 76.4%, HCB78.5%, 

83.1%であった。パレイショ（0.2ppm添加）では，各化合物に対し，それぞれ88.0%, 82.8 

%, 77.0%, 91.0%，同様にシュンギク（0.lppm添加）では72.1%, 78.6%, 79.6%, 82.2 

%， ヒロシマナ（0.2wm添加）では101.0%, 117 .0%, 113.8%, 96.5%であった。

4) Jゲスクロマトグラフィ一条件

カラムに 5% DC-200／方、スクロム Q, 60～80メッシュ，長さ lmのものを用いた以外

は，前記（1）の4）の条件とした。

2 .結果

( 1) ドリン系殺虫剤の土壌残留と作物への吸収移行

アルドリン，ディルドリンおよびエンドリンは，土壌残留性が高く作物へも比較的吸収

移行しやすいため使用が厳しく制限され，今日では使用されていない。しかし，これらの

土壌中残留性と作物吸収移行性の実態を把握しておくことは，今後の農薬の作物および土

壌残留対策を考える場合の基礎資料として重要で、ある。本検討では，アルドリン粉剤（4 

%）を土壌混和処理したときのアルドリンとその酸化物テーイルドリンの挙動，並びにエン

ドリン乳剤（19.5%）を土壌濯注したときのエンドリンの挙動を精査した。

1 ）作物の生育時期別，器官別の残留量

ドリン剤を吸収しやすいキュウリとパレイショを対象作物として，生育時期別の残留量

表5 キュウリ果実の作期別アルドリン，ディルドリンおよびエンドリンの残留量（ppm)

処 理 区

作期別 調査月日 薬剤名 アルドリン粉剤 エンドリン乳剤

0. 6kg 1. 2kg 1. 8kg ×1,000 ×500 ×250 

アルドリン 0.033 0.020 0.022 
7月2日 ディルドリン 0.067 0.067 0.074 

エンドリン 0.014 0.020 0.038 
第1作

アルドリン 0.001 0.002 0.006 
7月13日 ディノレドリン 0.029 0.044 0.041 

エンドリン 0.011 0.015 0.015 

アルドリン N.n.ai N.D. N.D. 

9月3日 ディルドリン 0.025 0.031 0.039 
エンドリン 0.010 0.012 0.017 

第2作
アルドリン N.D. N.D. N.D. 

9月13日 ディルドリン 0.014 0.029 0.027 
エンドリン 0.003 0.004 0.014 

ai Not detected，く0.001
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について検討した。

キュウリでは，第 1作，第2作と栽培時期をかえてアルドリンとデイルドリンおよびエ

ンドリンの果実中残留量を調査し，表5の結果をえた。

第1作のアルドリンとデイルドリンの残留量は，収穫始めの 7月2日は処理量に関係な

く合計値で0.lppm前後で、あった。しかし，収穫最盛期（ 7月13日）の残留量は，収穫初めに

比較し0.6kg/a区では1i3に， 1.2kg/ a , 1. 8kg/ a区では1/2に減少した。一方，エンドリ

ンは，収穫始めには処理濃度に比例して残留量が多かった。しかし，収穫最盛期の残留量

は減少し，処理濃度と関係なく 0.011～0.Ol5ppmとなった。

第2作ではアルドリンは全ての処理区で検出限界以下となった。テやイルドリンの収穫始

め（9月3日）の残留量は，第 1作の収穫最盛期より減少した。収穫最盛期（9月13日）

には1.2kg/ a区では収穫始めと殆ど同じであったが， 0.6kg/a区と1.8kg/ a区では収穫始

めの約2/3の残留量となった。エンドリンも収穫始めの調査では第 1作の収穫最盛期の残留

量とほぼ同様の値であったが，収穫最盛期の残留量は処理濃度の低い1000倍および500倍

液区で著しく減少し収穫初めの1/3となった。

パレイショでは，アルドリンとテゃイルドリンの生育時期別および器官別の残留量を調査

し，表6および図 1の結果をえた。

茎葉部では，アルドリンとディルドリンの合計値でみた場合，開花初め（ 5月31日）か

ら開花盛期（ 6月10日）に若干減少する傾向がみられたが，その他の時期はほぼ0.08～0.1

ppmの範囲で、あった。

根の残留量は，着膏期（ 5月20日）にはアルドリン1.5lppm，ディルドリン1.72ppmと高か

ったが，開花始め（ 5月31日），即ち塊茎肥大開始期ころにかけて減少し，以後掘取時期ま

表6 パレイショの器官別アルドリンおよびディルドリンの残留量（ppm)

調査月日
茎 葉 根 塊 茎

アルドリン ディルドリン 合計値 アルドリン ディルドリン 合計値 アルドリン ディルドリン 合計値

4月30日 0.008 0.072 0.080 

5月20日 0.012 0.089 0.101 1.51 1. 72 3.23 0.103 0.237 0.340 

5月31日 0.006 0.058 0.064 0.279 0.638 0.917 0.003 0.126 0.129 

6月10日 0.006 0.065 0.071 0.268 0.583 0.851 0.001 0.078 0.079 

6月22日 0.005 0.080 0.085 0.316 0.757 1.07 0.017 0.123 0.140 

7月1日 0.008 0.105 0.113 0.261 0.730 0.991 0.003 0.086 0.089 
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ではほぼ一定の値であった。この期間の残留量の平均値は，アルドリン0.28lppm，テ、、イルド

リン0.677ppmで、あった。

塊茎中の残留量は根の場合と同様に，着奮期から開花盛期（ 6月10日）まで減少したが，

地上部が枯死し始める掘取適期（ 6月22日）には一時的に残留量が増加した。しかし，最

終掘取時（ 7月1日）には残留量は再ぴ減少し，アルドリンが0.003ppm，デイルドリンが0.086

ppmとなった。

2）土壌中残留量と作物残留量の関係

キュウリの第 1作と第2作のアルドリンとデイルドリンおよびエンドリンの土壌中残留

量とキュウリ果実中残留量の関係を図2に示した。アルドリンとデイルドリンは合計値で

示した。

土壌中残留量とキュウリ果実中残留量の関係は，土壌中残留量がアルドリンとデイルド

リンの合計値では2.0～ 3.Oppmの間で，またエンドリンでは0.5ppmを越えるころから，キュウ

つ臼
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表7 キュウリ果実における作期別のアルドリンおよび、エンドリン吸収率a)

処理区別
第 1作 第 2作

7月2日 7月13日 9月3日 9月13日

アルドリン0.6kg/a % % 2.0% 1.1% 

アルドリン1.2kg/a 3.9 2.1 1. 9 1.8 

アルドリン1.8kg/a 3.5 1. 7 2.0 1.4 

エンドリン1,000倍液 11.6 8.5 10.1 3.0 

エンドリン 500倍液 5.4 3.4 2.3 0.7 

エンドリン 250倍液 5.5 2.4 2.9 2.7 

a）アルドリン処理区はアルドリンとディルドリンの合計値の吸収率

表8 パレイショにおける器官別のアルドリンおよびディルドリン吸収率

農薬名 茎葉

0.9% 

22.3 

8.7 

根

31.6% 

155.3 

76.5 

塊茎

3.6% 

18.3 

6.9 

アノレドリン

デイノレドリン

アノレドリン＋テ、、イノレドリン

q
J
 



リ果実中残留量が急激に増加する傾向がみられた。またキュウリ果実中残留量（Y）と土

壌中残留量（x）の対数の聞に次のような直線回帰式がえられた。ただし，エンドリンで

は有意な回帰式はえられなかった。

アルドリンとデイルドリンの合計値の場合：

log y=-1.8302+1.8473 log x (r=0.924*) 

エンドリンの場合：

logy= -1.3726+0.5903 log x (r=0.577) 

次に，これら農薬のキュウリ果実およびパレイショへの吸収率について検討した。吸収

率は収穫時の作物中農薬残留量を収穫時の土壌中農薬残留量で除す方法問によって求め，

キュウリの結果を表7に，パレイショの結果を表8にそれぞれ示した。

キュウリ果実の吸収率は，アルドリンとデイルドリンの合計値でみると，第1作で2～ 4

%，第2作で1～ 2%の範聞であった。エンドリンでも第 1作で2～12%，第2作で1～10

%の範囲で，土壌中残留量の多い第 1作での吸収率がいずれも若干高かった。

なお，バレイショ収穫時の器官別吸収率は，アルドリンでは茎葉，塊茎の吸収率はそれ

ぞれ0.9%と3.6%であるのに対して根では31.6%と特異的に高い吸収率であった。またデ

イルドリンの吸収率はアルドリンに比較して高く，茎葉と塊茎では22.3%と18.3%である

のに対し，根では155.3%と極めて高い吸収率であった。

(2) 土壌殺菌剤 PCNB，その代謝物および HCBの作物移行と土壌残留

土壌殺菌剤である PCNBは長期間土壌中に残留し，きらに土壌中微生物によつて代謝

きれて Pentachloroaniline(PCA）と Pentachlorothioanisole(PCT A）を生成すること

が知られている5仰，仰

が混在しているが，これらの土壌残留性や作物移行性については明らかにされていない。

ここでは，広島県における PCNB剤の主な使用地帯である瀬戸内海沿岸・島しょ部の

花商岩崩壊土壌として代表的な褐色森林土（因島ほ場）と，灰色低地土（農試ほ場）を選

ぴ，気象条件や耕種条件がこれら化合物の土壌中残留消長と作物への吸収移行に及ぼす影

響について検討した。

1 ）土壌特性および作期の違いと土壌中残留消長

農薬の土壌中残留性は，土壌条件によって強く影響を受けることが考えられるので，PCNB,

PCA, PCTAおよび HCBについてパレイショほ場で検討した。また，作期の違いによ

る気温，降雨量などの気象条件が PCNBの土壌中での代謝分解やパレイショ塊茎中への

残留に及ぼす影響についても検討した。
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まず，土壌特性の差が各化合物の土壌中残留性に及ぼす影響を，褐色森林土と灰色低地

土の春作で検討した。残留性は 2および1kg/ a区とも同じ傾向であったので2kg/ a区の

PCNBとHCBの結果を図3に，またバレイショ作付期間中の降雨量，平均気温，地温を

表9に示した。

表9 パレイショ栽培期間における降雨量，平均気温および土壌温度

因島ほ場（褐色森林土） 農試は場（灰色低地土）

調査項目 春 作（月） 秋 作（月） 春 作（月）

3 4 5 6 7 9 10 11 12 3 4 5 6 7 

降雨量 (mm) 95 140 81 157 34 112 42 101 43 235 106 214 14 

平均気温 （℃） 9. 3 14. 2 17. 6 21. 6 25. 7 23. 5 18. 6 13. 5 9.4 9.6 13.6 17.1 21.7 26.0 

土壌温度a) （℃） 9.5 13.8 17.6 22.0 25.2 23.5 18.7 14.3 9.6 

a）土壌温度は深きlOcmの位置における温度

PCNBの春作での消長は，土壌中残留量を（y），処理後日数を（x）としたとき，次

の回帰直線に従って消失した。

褐色森林土： logy=1. 915-0. 0077x (r＝一0.984 * *) 

灰色低地土： logy=l.562-0.0029x (r= -0. 776*) 

これらの回帰式から次式へ即ち，

半減期＝ (2.303×log2) /K 但し， K＝回帰式の xの係数×2.303

によって求めた半減期は褐色森林土で39.1日，灰色低地土で103.8日となり後者の半減期が

2.5倍以上長くなった。

HCBは両土壌中でPCNBの場合と全く同様の減衰パターンを示した。この場合の回帰

式を求めるとそれぞれ次のとおりとなった。

褐色森林土： logy=0.373-0.0098x (r= -0.952村）

灰色低地土： logy=0.244-0.0034x (r= -0. 775*) 

回帰式から求めた半減期は褐色森林土で30.7日，灰色低地土では88.5日となり， PCNBの

場合と同様に灰色低地土で約3倍長かった。

PCNBからの代謝物の PCAおよび PCTAの生成と残留消長は，図 4に示したように

褐色森林土と灰色低地土ではかなり異なった様相を呈した。褐色森林土では処理直後から

両者とも増加がみられ， PCAは処理20日後に， PCTAは60日後に最高濃度に達した。一

方，灰色低地土では処理直後から90日後にかけて徐々に濃度が高まった。

- 15 -
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次に，褐色森林土について長期間の残留消長を調査した結果を図5に示す。

PCNBとHCBの残留消長は処理7か月後で折れる 2つの直線によって示された。処理

7か月後を中心に前期と後期に分けて，図中ではそれぞれA, BおよびC, Dで表した。

これらの直線回帰式は，それぞれ

PCNB: log y=l. 794-0.2392x (A) 

門

i



log y=0.440-0.0470x (B) 

HCB: log y=0.287-0.254lx (C) 

logy= -l.170-0.0345x (D) 

で表された。

これらの回帰式から求めた半減期は， PCNBのAとBはそれぞれ38日と192日， HCBの

CとDは35日と262日となった。 7か月後までに限ってみると， PCNBとHCBの減衰速度

は殆ど変わらないが， 7か月以降では PCNBよりも HCBの減衰は遅かった。

これに対して，PCAとPCTAの消長はともに処理後7か月までは増加し，その後は徐々

に減少した。両者の全期間にわたる消長は，次の近似式によって表された。

PCA: logy= -1.5044+0.9463／玄－0.2069x + 0. 0018x2 

PCT A : log y = -1. 7129+1.1595／玄－0. 27 42x + 0. 0024x2 

これらの式から最高濃度になるのは PCAは処理後6.6か月，PCTAは5.4か月であった。

また，最高濃度に達したあとの減衰は極めて緩慢で、，半減期は PCAが19.0か月， PCTA

が13.8か月と計算された。

さらに，パレイショの作期と土壌中残留消長の関係を褐色森林土の春作と秋作で比較検

討した。

図3に示した秋作における PCNBとHCBの減衰回帰直線は次のようになった。

PCNB: log y=l. 7859-0.0094x (r= -0.865勺

HCB: log y=0.3472-0.0115x (r= -0.956**) 

これら回帰式から求めた半減期は，それぞれ32.0日と26.2日となり， PCNB,HCBとも

前述の春作の半減期よりも 7～ 5日短くなった。一方， PCAとPCTAへの変化は春作に

比較して緩慢で、灰色低地土の春作に近いパターンとなった。

これら残留消長に関係するバレイショの作付期間中の気温と地温は，表9に示したよう

に春作では前半の3月， 4月が低いのに対して，秋作では作期の期間中を通して春作より

も高く，特に前半の9月， 10月が高かった。また降雨量は春作が507mmに対して，秋作が258

mmで、春作の雨量が多かった。

2 ）土壌中における垂直分布

土壌中に混入されたアルドリンやへプタクロール等の有機塩素剤は殆ど下層への移動は

ないとされている 9,61,66,67）。そこで， PCNBとその代謝物およびHCBについても同様なこ

とがいえるかどうか検討した。

PCNB, PCA, PCT AおよびHCBの垂直分布を PCNB粉剤処理1か月， 7か月， 20

- 18 -
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か月および：＇38か月後に調査した結果を図6に示した。ただし， 7か月以降も引き続きパレ

イショが作付きれ，掘取りや耕転が行われた。

1か月後の PCNBとHCBの残留は，全体の90～95%がO～ 5cm層に分布し， 5～30 

cm 層への分布は僅かであった。これに対して， PCAとPCTAはO～ 5cm 層に40%が分布

し， 5～25cm層に 5～20%,25～30cm層には 5%以下の分布割合で， PCNBやHCBとは

異なった垂直分布を示した。これに対して，パレイショの掘取りや耕転が行われたあとの

7か月後以降は，各化合物とも O～25cmまでの各層に概ね20～30%分布しはぼ安定した分

布状態となった。しかし， 25～30cm層への分布は各化合物ともに僅少で、，殆ど移行してい

なかった。

3）土壌中残留量と作物残留量の関係

PCNBとその代謝物およびHCBの土壌中残留量とパレイショ塊茎中残留量の関係を土

性の違う褐色森林土と灰色低地土について検討した。

表10には，パレイショ収穫時の PCNBとその代謝物およびHCBの土壌中残留量（B) 

と塊茎中残留量（A）および吸収率（A/B）を示した。

パレイショ塊茎中の PCNB,PCA, PCT Aおよび HCBの平均残留量は褐色森林土で

は灰色低地土に比較して，それぞれ約5倍， 4倍， 2倍および4倍多かった。

ハ
吋
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表10 パレイショおよび土壌中における PCNB,PCA, PCT Aおよび HCBの残留量（ppm)

供試

土壌

処理量a) 調査
PCNB PCA PCTA HCB 

ー 塊茎土壌 A/Bbl 塊茎土壌 A/B 塊茎土壌 A/B 塊茎土壌 A/B(kg/a) 月日
u (A) (B) (%) (A) (B) (%) (A) (B) (%) (A) (B) (%) 

灰色

低地土

褐色

森林土

2 

2 

6.25 0.019 12.5 

7. 8 0.015 9.39 

6.25 0.041 24.2 

7. 8 0.028 14.6 

6 .10 0 .130 7. 08 

7. 6 0. 073 3. 87 

12. 8 0.051 5.29 

6.10 0.330 17.6 

7. 6 0. 078 7. 46 

12. 8 0.124 8.64 

a>PCNB粉剤製剤量
b）吸収率

0.2 

0.2 

0.2 

0.2 

1.8 

1.9 

1.0 

1. 9 

1.1 

1.4 

0.010 0.232 4.3 0.021 0.691 3.0 0.010 0.266 3.8 

0.012 0.217 5.5 0.021 0.596 3.5 0.006 0.222 2.7 

0.025 0.357 7.0 0.040 0.875 4.6 0. 024 0. 975 2. 5 

0.016 0.377 4.2 0.030 0.817 3.7 0.013 0.478 2.7 

0.119 0.527 22.6 0.074 0.224 33.0 0.068 0.287 23. 7 

0. 079 0. 606 13. 0 0. 043 0. 283 15. 2 0.014 0.066 21.2 

0. 005 0. 282 1.8 0.018 0.344 5.2 0.014 0.128 10.9 

0.122 0.567 21.5 0.133 0.461 28.9 0 .127 0. 387 32. 8 

0.058 0.609 9.5 0.071 0.364 19.5 0.045 0.211 21.3 

0. 011 0. 387 2. 8 0.031 0.368 8.4 0. 045 0 .198 22. 7 

表11 PCNB, PCA, PCT Aおよび HCBの土壌中残留量（x）と
パレイショ塊茎中残留量（y）との回帰式

供試土壌

灰色低地土

褐色森林土

物質名

PCNB 

PCA 

PCTA 

HCB 

PCNB 

PCA 

PCTA 

HCB 

回帰式

logy= -2. 8794十1.0895log x 

log yニ－1.2394+1. 0776 log x 

log y=-1.3493+1.6551 log x 

logy= -1. 6064十0.8345log x 

log y = -1. 8987+1. 0626 log x 

logy＝一0.3511+3.4589 log x 

logy= -0.5175+1. 7131 log x 

logy= -0.5984+1.0919 log x 

注） *: 5 %の有意差，料率： 0.1%の有意差

相関係数

0.977* 

0.800 

0.916 

0.966本

0.990*** 

0.974＊＊本

0.909権＊本

0.982*** 

掘取り時期と残留量の関係は，両土壌で通常の掘取り時期のものは早掘りに比較して全

ての残留量が少なかった。なお，パレイショにおける PCNBの登録保留基準は0.lppmで、あ

り，褐色森林土ではこの基準値を越える場合があった。

土壌中残留量は， lおよび2kg/ aの両処理量でPCAを除きいずれも灰色低地土の方が

褐色森林土よりも多い傾向を示し，パレイショ塊茎中残留量の場合とは逆になった。
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の土壌中残留量とパレイショ塊茎

中残留量との関係

・： PCNB，ム： PCA
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x 

x 

PCNB, PCA, PCT Aおよび HCBの春作での吸収率を比較すると，全て褐色森林土

の方が灰色低地土よりも高かった。吸収率（平均）の高い順序は，褐色森林土では， HCB

(22.8%) > PCTA (18.4%) > PCA (11.8%) > PCNB (1.5%）の順であった。これに対

して灰色低地土では， PCA(5.3%) > PCTA (3. 7%) > HCB (2.9%) > PCNB (0.2%) 

の順となり土壌によって異なった。
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土壌中残留量とパレイショ塊茎中残留量の聞には図7に示したように一定の関係がみら

れた。土壌中残留量を（x）とし，パレイショ塊茎中残留量を（ y）として回帰式を求め

表11に一括して示した。

褐色森林土では PCNB,PCA, PCT Aおよび HCBで土壌中残留量とパレイショ塊茎

中残留量との聞に有意な相関が認められた。しかし，灰色低地土では PCNBとHCBの

みに有意な相関がみられた。

4）栽培法の違いと残留量の関係

シュンギクの栽培法には直播きする方法と苗を移植する方法がある。栽培法の違いと残

留量の関係を灰色低地土で検討し表12の結果をえた。なお，処理量は現場の実情に合わせ

て3kg/ aとした。

PCNB, PCAおよび HCBの移行残留がみられ，その残留量は移植区で多かった。

また，図8に示したように，処理後日数と残留量の減少との関係は，移植区では直播区

に比較して減少が少なかった。 PCNB粉剤処理後63日目の吸収率は，移植区は直播区より

I OeO 

PC N・
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残

留 b 

PCA 

量 。
. －‘ a・

(ppm) 0.1 司， ・・
ー。・ー
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処理後日数

図8 シュンギクの栽培法の違いと収穫時期
別のPCNB,PCA, PCTAおよびHCB
残留量

・：移植栽培， o：直播栽培
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表12 シュンギクの栽培法の違いと PCNB,PCA, PCT Aおよび、 HCBの残留量（ppm)

PCNB PCA PCTA HCB 

処理量a) 栽培法 作物体土壌 A/Bb) 作物体土壌 A/B 作物体土壌 A/B 作物体土壌 A/B 
(kg/a) (A) (B) (%) (A) (B) (%) (A) (B) （%） (A) (B) （%） 

直播区 0.345 50.0 0.7 0.068 0.347 19.6 く0.0010.324 0.016 1.76 0.9 

移植区 0.856 50.0 1.7 0.133 0.347 38.3 く0.0010.324 0.025 1.76 1.4 

a>PCNB粉剤製剤量
b）吸収率

表13 ノ〈レイショ，シュンギク，ヒロシマナおよび土壌中における PCNB,PCA, PCTA 
および HCBの残留量（ppm)

PCNB PCA PCTA HCB 

供試処理量a)作物名作物体土壌 A/Bb) 作物体土壌 A/B 作物体土壌 A/B 作物体土壌 A/B 
土壌 (kg/a) (A) (B) (%) (A) (B) (%) (A) (B) （%） (A) (B) （%） 

灰色 3 ヒロシマナ 0.015 44.4 0.03 0.006 0.849 0.7 0.014 0.980 1.4 く0.0010.174 

低地土 シュンギク 4.20 18.6 22.6 0. 080 0. 692 11. 6 0.047 0.812 5.8 0.013 0.083 15. 7 

褐色 3 パレイショ 0.123 32.8 0.4 0.027 0.819 3.3 0.031 0.451 6.9 0.014 0.093 15.1 

森林土 3 シュンギク 20.4 28.8 70.8 1.15 0.818 140.6 0.394 0.649 60.7 0. 093 0. 073 127. 4 

a>PCNB粉剤製剤量
b）吸収率

PCNBで2.4倍， PCAで2倍， HCBで＂1.6倍高かった（表12）。またシュンギクは， PCNB

の残留量が多く，登録保留基準の0.08ppmを著しく越えた。

5）前作および、後作への吸収移行

PCNB粉剤の土壌処理後，そこに栽培される作物への移行残留性を前作，後作の 2作に

わたって調査した結果を表13に示した。

前作に灰色低地土ではヒロシマナを，褐色森林土で、はバレイショを作付けし，後作は両

土壌ともシュンギクを栽培した。

前作への PCNB, PCA, PCT Aおよび HCBの残留量は，灰色低地土のヒロシマナで

は褐色森林土のバレイショ塊茎に比較して各化合物とも少なく，HCBは検出限界以下であ

った。また，これら化合物の吸収率は，ヒロシマナで、はパレイショ塊茎のそれよりも低か

った。

後作のシュンギクでのこれら化合物の残留量は，褐色森林土の場合には灰色低地土の場

合に比較して5～ 14倍も多く，吸収率も褐色森林土では著しく高かった。
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3 .考察

( 1) ドリン剤の土壌残留と作物への吸収移行

ドリン剤のキュウリ果実への吸収移行性に関しては，米国では LICHTENSTEIN~ 62'63'73'74) 

による検討があった。しかし，我国では永井89）の報告があるものの，エンドリンについて

の記載はなかった。また， ドリン剤のキュウリやノ〈レイショでの生育・収穫時期別や作期

別の残留量については検討例が見当たらなかった。

本検討では，まずキュウリ果実の収穫時期別のドリン剤（アルドリン，デイルドリンお

よびエンドリン）の残留量について検討し，いずれも収穫盛期よりも収穫始めの方が多い

ことを示した。その後，奴田原ら 111）も同様な傾向を報告している。この原因はキュウリ作

物体の生長あるいは着果量の増加等による吸収薬剤の希釈による濃度低下であると考えて

よい。

次に，作物中残留量には栽培時期の気象条件が影響すると考えられたので，作期と残留

量の関係を検討した。第 1作に比較して，第2作目になると各化合物とも残留量が減少し

た。筆者の報告後に，山田ら 143）はキュウリの春夏作と夏秋作の栽培時期の違いによるドリ

ン剤の残留量を比較し筆者と同様の結果を報告した。彼らは，春夏作で多かった原因は，

カボチャ接木台木苗を用いたことによる吸収能の増大のためとしている。しかし，本検討

ではそのような要因はなく，土壌中残留量の減少に伴って，キュウリ果実における残留量

も減少したと思われ，土壌中の農薬残留量が作物中への移行残留量を左右することを示し

ている。換言すれば，土壌中残留量を減少させることで作物中残留量を減少させうる可能

性が示唆される。なお，本検討における 1作目のキュウリ果実中のドリン剤残留量は，永

井89）および LICHTENSTEINら刊の報告とほぼ一致し，妥当なものと思われた。

バレイショ塊茎中のアルドリンとデイルドリンの生育時期別残留量は，塊茎肥大初期が

多く，その後肥大が進むにしたがって減少した。この原因も，キュウリ果実の場合と同様

に，塊茎肥大による濃度低下と思われる。しかし，掘取適期に，一時的に残留量が多くな

った。吉崎ら l則 57）は，春作パレイショの養分吸収量が生育後期に一時的に多くなることを

報告している。この原因としては，この時期に根の吸収力が高まって吸収移行量が増大し

たためと考えられる。着奮期から最終掘取時までのアルドリンとデイルドリンの合計値の

平均残留量は， LICHTENSTEINら74）および HARRISら30）の報告の概ね2倍であった。この

残留量の違いは供試土壌や耕種条件，さらに気象条件の違いはは71）に起因すると思われる。

また，パレイショの器官別残留量は，根部＞塊茎＞茎葉の順に多かった。根部で残留量が
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多い傾向は，筆者の報告後に山本ら 147）がパレイショ，奴田原ら 111）がキュウリ，そして前

野ら77）がトマトとスイカでそれぞれ報告している。アルドリンやデイルドリンのように，

吸収後の浸透移行性の小さい有機塩素剤では，薬剤の施用場所に近い器官程多く残留する

ものと思われる。

土壌中のアルドリンとデイルドリン残留量とカブ，メロンおよびホウレンソウへの吸収

移行量との聞に相関関係のあることは既に報告されていた52,81,89）。本検討では，さらにアル

ドリンとディルドリンの合計値およびエンドリンについて土壌中残留量とキュウリ果実中

残留量の対数の聞に直線回帰式がえられることを明らかにした。エンドリンでは有意な回

帰式ではなかったが，これは土壌中残留量およびキュウリ果実中残留量の高濃度でのデー

タ不足のためと思われる。このよっな回帰式により，土壌中の農薬残留量から作物残留量

の推定が可能となる。筆者の報告後にも堀田ら41）が，シュンギクやミズナなどについて同

様の回帰式を求めている。現在使用されている土壌施用農薬についても，このようなデー

タの蓄積により，今後土壌汚染問題が生じた場合の安全な農作物栽培を指導するときの判

断資料として利用できょう。

また，作物が土壌中の農薬をどの程度吸収するか，即ち，吸収率を明らかにしておくこ

とも，農薬の作物への吸収移行量を推定するつえで参考になる。本検討では収穫時の作物

中残留量を収穫時の土壌中残留量で除す方法問で示した。キュウリのドリン剤吸収率は他

作物に比べ高いときれているが91,147），本検討ではアルドリンとデイルドリンの合計値で第

1作で2～ 4%，第 2作で 1～ 2%の範囲で，最高でも 4%であった。これらの値は

LICHTENSTEINら73）の4.8～7.9%のほぼ1/2かそれ以下であり，山本ら川）の19%，奴田原

ら111）の30%に比較すると著しく低かった。エンドリンの場合は，第 1作で2～12%，第2

作で1～10%の範囲で比較的高い吸収率であったが，丸ら閣の14.7～45.9%，山田ら 143）の

42%に比較すればはるかに低く， HARRISら30）の0.2%よりは高かった。次に，パレイショ

におけるアルドリンとデイルドリンの吸収率は，アルドリンが0.4%，ディルドリンが6.6

%，合計値で6.9%であった。この値は町村ら 76）のアルドリンの10.5%，ディルドリンの12.1

%の報告よりも低く， LICHTENSTEINら川の合計値として5.1～6.6%，五島ら 16）のデイル

ドリンの吸収率3.7%に近かった。このょっな吸収率の違いは，本検討がほ場試験であるの

に対して， HARRISら30>, LICHTENSTEINら73,74）および五島ら川の場合以外は，何れも有底

ポットを用いた小規模の容器内試験であったことによる試験条件の違いや，供試土壌，供

試作物品種，薬剤施用量および施用方法などの耕種条件，さらに気象条件などの違いも影

響していると思われる札68,69,71）。したがって，吸収率はあまり厳密に考えずに，作物聞にお
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ける農薬吸収の差異を知る一つの目安として利用すべきであろう。

川原聞は，カブ中でもアルドリンがデイルドリンに変化することを報告しているが，本

検討のパレイショでもデイルドリン化がみられた。しかし，アルドリンとデイルドリンの

比率は器官によって異なった。茎葉部では，萌芽期から掘取期までの聞は1: 10のほぼ同じ

比率であった。塊茎では，着菅期に1:2のものが，その後は1: 17とテーイルドリン比率が急

増した。根部の場合には，着奮期には1: 1のものが，その後は2:5と若干ディルドリン比

率が増加したが，器官のなかではディルドリン化が一番少なかった。このようにアルドリ

ンとディルドリンの比率が器官や生育時期によって異なる原因は次のように考えられる。

茎葉でテ叩イルドリン比率が高いのは，根から吸収されたアルドリンが茎葉中で代謝（酸化）

されてディルドリンに変化した結果であり，また，塊茎で肥大初期よりデイルドリン比率

が高くなるのは茎葉からの養分転流とともに茎葉部デイルドリンが塊茎に移行し蓄積した

ためであると考えられる。一方，根部のデイルドリン比率が低いのは，絶えず水分，養分

の吸収を行っているために，土壌中のアルドリンとディルドリンの濃度変化を直接反映し

た比率になっているためと考えられる。

(2) PCNBとその代謝物および HCBの土壌，作物における残留

土壌中の農薬の残留消長には，土性だけでなく気象条件や耕種条件も大きく影響してく

る。ここでは， PCNBをとり上げ，その代謝物の PCAとPCTAおよび、不純物の HCB

も含めて，土壌の理化学性のほかに，気象条件や耕種条件の異なる因島ほ場（褐色森林土）

と農試は場（灰色低地土）での残留消長を比較した。 PCNBとHCBは，処理後3か月の

比較的短期間での半減期でみた場合は，褐色森林土では灰色低地土に比較して消失が速か

った。試験期間中の気象条件は，平均気温は両土壌でほぼ同じで大差なかった。しかし，

降雨量は灰色低地土では褐色森林土よりも多く，消失が速くなる条件9）であったにもかか

わらず，逆に遅くなった。その原因としては，土壌中の粘土含量や腐植含量（表4）が多

いと消失が遅延することが既に知られており 7,10，附4,71,7へこの場合も灰色低地土のこれら含

量が褐色森林土の2～3倍多いことが関係していると考えられる。

次に PCAとPCTAの残留消長についてみると，褐色森林土では両者の生成が PCNB

粉剤処理直後から顕著に認められたのに対して，灰色低地土では生成が遅れとくに PCAで

それが目立った。 PCAとPCTAはPCNBの微生物代謝によって生成され58,59,95,96,97），両

土壌での生成速度の差は，土壌微生物相の違いに起因していると考えられる。即ち，灰色

低地土では初めての PCNB粉剤の使用であったが，褐色森林土では10年以上も前から連

用きれており，土壌中の PCNB代謝微生物の集積度が高く，処理直後から PCAとPCTA
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の生成が始まったとみることができる。

パレイショの作期と土壌中の残留消長の関係は， PCNB,HCBとも春作よりも秋作で消

失が速かった。土壌中農薬の蒸散と樺散に関与する作付期間中の気象条件は，平均気温と

地温は，春作では作期前半の3～ 4月が低いのに対し，秋作では作期前半の9～10月が高

く，一方，降雨量は春作より秋作の方が少なかった。一般的に農薬の土壌中からの消失は，

温度が高く土壌水分が多いと速くなるとされているが札71），この場合には温度の方が土壌水

分よりも大きく影響し，作期前半の気温と地温の高かった秋作で消失が早くなったと思わ

れる。一方， PCNBから PCAとPCTAへの変化は，雨量の多い春作で PCNB粉剤処

理直後から急激に増加する現象がみられ，これらの変化は土壌水分の多い嫌気的条件下で

促進されるという Koら問および MURTHYら聞の報告と一致した。土壌中での農薬の残

留消長には，土性以外に気象条件の影響を重視する必要がある。

PCNBの土壌中残留について， WANGら141）は，その半減期は4.7～9.7か月であったと

し，岡崎117）は，ハクサイの栽培ほ場試験で処理1年後でも高濃度のPCNBが残留したと

報告しており，その土壌中残留は相当長期に及ぶことが予想きれた。しかし， WANGら141)

の報告は容器内試験の結果であり，岡崎117）の調査期間は12か月と短く，また HCBの残

留消長が調査きれていなかった。短期間の調査では気象や耕種条件の影響が大きく，本来

の残留動向が把握できないと考えられたので，本検討では処理後38か月に亙って追跡調査

を行ってみた。 PCNBとHCBの残留消長はほぼ同傾向で，既に知られているl附二段階

の減衰パターンを示したが， HCBの残留量は PCNBの2～7%の範囲であった。消失パタ

ーンは，処理後7か月までの速い消失と，その後の比較的緩慢な消失とに分かれた。それ

ぞれの半減期を7か月後までとそれ以降とに分けてみると， PCNBでは38日と192日， HCB

では35日と262日となった。これらの値は， WANGら凶）の報告や，筆者の報告後に示され

た丸らm，西村ら 101）の値と比較して，多少の長短はあるものの概ね一致し， PCNBとHCB

は低濃度域になった後の残留期間の長い化合物であると判断される。また， PCAとPCTA

の残留消長は処理後6か月前後までは増加し，その後は穏やかに減少するパターンとなっ

た。最高濃度に達した後の半減期は14～19か月で，上述の PCNBや HCB以上に長期間

に亙って土壌中に残留すると考えられる。

土壌処理した農薬の垂直分布の実態を把握しておくことは，土壌病害虫の効果的防除の

ためだけでなく，地下浸透による環境汚染防止の観点からも重要で、あるが， PCNBに関し

ての報告は皆無で、あった。本検討では PCNB粉剤の土壌処理法は，土壌表面に均一散布

後，鍬で土壌中に混入する方法をとった。その結果， 1か月後にはO～ 5cm層には PCNB
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とHCBの90%以上が残留していた。これに対して， PCAとPCTAはO～ 5cm層には40

%の残留であり， 5～25cm層まで移行していた。農薬の土壌中での移動や作物体への吸収移

行には農薬の水溶解度が影響する6ぺ筆者の測定した PCNB,PCAおよび PCTAの水

溶解度（20℃）は，それぞれ0.4, 1. 5および0.3ppmで、あった。 PCTAはPCNB並であり，

PCAの溶解度は PCNBの概ね4倍であったが，溶解度そのものは低かった。したがって，

水溶性増大による PCAとPCTAの下層移動は考え難しこの原因についてはさらに検

討を要する。しかし，パレイショの掘取りや耕転等の人為的な土壌撹排を行った 7か月後

から38か月後にかけて，0～25cmの問に殆ど全ての化合物が存在する比較的均質な分布状態

が維持きれた。その後，須田ら 122）も PCNBの土壌中垂直分布は耕起の深きと関係がある

と報告している。 PCNBの土壌中での下層への移動は，他の有機塩素系農薬についての報

告仏16’53’61,6

よる拡散て、、あると考えられる。

パレイショ塊茎中の PCNBの残留量は登録保留基準（0.lppm）を越える場合があった。

安全な農作物生産のうえからも本剤の使用に当たっては安全使用基準の遵守などの注意が

必要と思われる。なお， GORBACHら15）の報告した残留量は本検討の10倍以上であった。た

だしこの場合は皮層部についての分析結果であり，直接比較には問題があろう。

次に，土壌中の PCNB,PCA, PCT Aおよび HCB残留量とバレイショ塊茎中残留量

との関係を検討し，一定の関係式がえられることを明らかにした。また，土壌中の腐植お

よび粘土含量の低い褐色森林土では，土壌中残留量は少ないが塊茎中残留量は多く，吸収

率も灰色低地土よりも2～7倍高かった。これは，主として土壌中粘土と腐植含量が支配す

る化合物の土壌吸着性の違い日仰，62,64,75）が影響したと思われる。各化合物のバレイショ塊

茎への吸収率は， PCNBでは，灰色低地土と褐色森林土で，それぞれ平均0.2%と1.5%で

あり，差はあるが吸収移行性は小さいと見てよい。その後，丸ら 78），西村ら 101），須田ら 122)

も同様の報告を行っている。これに対して代謝物の PCAおよび PCTAの吸収率は，そ

れぞれ平均5.3%と11.9%および3.7%と18.4%てコ PCNBよりも高かった。 PCNBは植

物中でも代謝されて PCAとPCTAを生成するといっ報告がある 145）。この場合も前述の

水溶解度による吸収移行量の増大は考え難く，バレイショ塊茎中での PCNBの PCAと

PCTAへの代謝の可能性が考えられる結果となった。また， HCBの吸収率は，灰色低地

土，褐色森林土とも PCAや PCTAと概ね同程度で， PCNBより吸収されやすい化合物

であった。

シュンギクにおける PCNB,PCAおよび HCBの残留量はバレイショの場合に比較す

口
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ると多く，シュンギクはこれらを吸収しやすい作物であった。一方 PCTAは，土壌中に

は残留しているがシュンギクには全く吸収移行が認められず，その原因は明らかでない。

次に，栽培法の違いと吸収率の関係についてみると，移植栽培では PCNB,PCAおよび

HCB で直播栽培に比べてそれぞれ約2.4倍， 2 倍および~l.5倍吸収率が高くなった。この原

因は，移植栽培では別の場所で管理し生育の揃った苗を定植するため根群の発達がよく，

根からの吸収量が多くなり，しかもその傾向が生育後期まで維持された結果と考えてよい。

また， PCAの吸収率は，直播栽培で19.6%，移植栽培では38.3%と異常に高かった。これ

は PCAが吸収され易いのか，或はパレイショ塊茎でみられたょっにシュンギク作物体中

でPCNBが PCAへ特異的に代謝されたのかのどちらかであろう。

後作への吸収残留の影響をみた試験では，前作（ 1作日）のパレイショとヒロシマナに

おける残留量は少なかったものの，後作（ 2作目）のシュンギクでの残留量は多く，特に

PCNBでは直播栽培や移植栽培の場合（表12）に比較しでも10倍以上であった。ただし，

この場合のシュンギクは，は種あるいは移植直後にビニールトンネル被覆で栽培した。PCNB

は比較的蒸気圧が高く 1制，土壌中からの吸収の他に，土壌表面から揮散する 118，州こと，

また，葉面上でこれら化合物は凝結7）することが知られており， PCNBの蒸気がビニール

トンネル内にこもり葉面上での化合物凝結，または気孔からの侵入等によって異常な残留

量になったと考えられる。小木曽ら 115）もフキをビニールハウス内で栽培した場合，葉身部

での PCNBの残留が多かったと報告している。したがって， PCNB粉剤を処理したほ場

では，後作の作物の選定や栽培法について配慮する必要のあることが示された。また，灰

色低地土と褐色森林土におけるシュンギクの PCNB,PCA, PCT Aおよび HCBの吸収

率は，バレイショの場合と同様に褐色森林土で高く，土壌中の腐植や粘土含量の違いが影

響していると思われた。また，ヒロシマナへの PCNB,PCAおよび PCTAの吸収移行

量は，同じ葉菜類であるシュンギクの場合に比べて著しく少なく， HCBでは検出限界以下

であった。その後，丸ら川も葉菜類の中ではシュンギクに比較して地上部の大きなレタス，

キャベツおよびハクサイではこれら化合物の吸収率が低いと報告しており， ヒロシマナの

ように地上部が大きく生長する作物では，希釈による濃度低下が大きいと考えてよかろう。
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第2節 有機塩素系農薬および有機リン系農薬の作物吸収移行量の軽

減対策

前節の結果から，有機塩素系農薬のアルドリンとテ。イルドリン，エンドリン並びに PCNB

剤は土壌中に長期間残留し，そこに栽培される農作物に吸収移行しやすく， PCNBは登録

保留基準を越える場合もみられ，食品衛生上問題があると思われた。

土壌中に残留する DDTやドリン剤の作物への吸収抑制に関しては，既に， THURSTON129>

や LICHTENSTEIN ら聞の活性炭処理，町村ら 76）の堆肥施用の効果についての報告があっ

た。本報告ではこれらの有機塩素系農薬の他に，近年土壌施用農薬としての使用量が増え

つつある有機リン系殺虫剤も対象として，これら農薬の土壌残留に起因する農作物汚染の

軽減を図る目的で活性炭の土壌処理による吸収抑制効果と活性炭の効率的な使用方法につ

いて一連の試験を実施した。さらに，活性炭処理と比較するために堆肥の施用や土壌の耕

怒処理効果についても検討した。また，土壌の活性炭処理は農薬の農作物への吸収移行を

抑制する反面，土壌施用される殺虫剤，除草剤を吸着し殺虫効果や除草効果を低下させる

ことが懸念きれるが附，この点に関しての検討は未だ行われていなかった。このため，活性

炭処理による有機リン系殺虫剤と除草剤の効果発現に及ぼす影響についても検討した問。

1 .実験材料および方法

( 1) 土壌中農薬の作物による吸収抑制試験

1 ）試験場所および供試ほ場土壌の物理化学性

農試ほ場で、行った。また，供試ほ場土壌の物理化学性は表3に示した。

2）処理方法および分析試料の調製

パレイショ，キュウリおよびニンジンを対象作物としてアルドリンとテ、、イルドリンの，

またダイコンを対象作物として有機リン系殺虫剤の吸収に対する抑制対策について検討し

た。活性炭はブロコールB （粉末，太平化学産業製）を用いた。

バレイショ： 1971年は， 3月25日にアルドリン粉剤（ 4 %) 0.6kg/ aを均一に散布後耕

転し，春作パレイショを栽培した跡地に，活性炭区（ 2 kg/ a全面処理後耕転， 8月26日処

理），堆肥区（0.2t/a, 8月26日処理），耕怒区（ 8月13日， 8月19日の 2回耕恕）およ

び無処理区を設け，バレイショ（品種：農林1号）を 8月26日に植付けた。試験区面積は

l6m2とし，肥培管理は慣行法によった。分析試料の採取時期は11月11日とし，土壌は風乾
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後分析に供した。

1972年は，前年の秋作と同じ処理区に春作バレイショ（品種：男爵薯）を 3月28日に植

付けた。ただし，耕転区は 5月2日， 6日， 11日， 16日に耕悲した。肥培管理は慣行法に

よった。分析試料の採取時期は 7月10日とし，土壌は 7月4日に採取し風乾後分析に供し

た。

キュウリ： 1973年5月9日にアルドリン粉剤2kg/ aを均一に散布後耕悲し，活性炭区（ 2 

kg/ a全面処理後耕私 5月9日処理），堆肥区（0.2t/a, 5月9日処理），耕怒区（ 5月

11日， 15日， 21日， 22日， 23日， 24日の6回耕転）と，この耕絃区に活性炭区と堆肥区を

組合わせた区および無処理区を設け，キュウリ（品種： Fi近成山東）を 5月24日には種し

た。試験区面積は 5m2とし肥培管理は慣行法によった。分析試料の採取は 7月18日とした。

さらに，活性炭の処理量と処理方法について検討するため， 1973年5月19日にアルドリ

ン粉剤2kg/ aを均一に散布後耕悲し，活性炭1および2kg/ aの全面処理区および植溝処

理区（いずれも 5月19日処理）を設けた。キュウリ（品種： Fi近成山東）は 5月21日には

種した。試験区面積は 5m2とし肥培管理は慣行法によった。分析試料の採取は 7月12日と

した。

ニンジン： 1972年 5月25日にアルドリン粉剤0.6kg/aを均一に散布後耕怒し，活性炭1

および2kg/ a区（いずれも 5月25日全面処理），無処理区を設け，ニンジン（品種：向陽

5す人参）を 5月27日には種した。試験区面積は15m2とし，肥培管理は慣行法によった。

分析試料の採取は9月4日とし，土壌は採取後風乾し分析に供した。

ダイコン： 1974年9月3日にエチルチオメトン粒剤（ 5 %）区，イソチオエート粒剤（ 5 

%）区，アセフェート粒剤（ 5 %）区， CVP粉剤（1.5%）区および無処理区と，さらに，

それぞれに対する活性炭区を設けた。供試薬剤および活性炭の処理量はそれぞれ， 0.3kg/

aと2kg/ aとし，まき溝処理して土壌とよく混和した。ダイコン（品種：青首宮重）は薬

表14 分析試料の採取時期

葉 大根 土 壌
農薬名

（間引菜） （根部） 第1回目 第2回目 第3回目

エチルチオメトン ’74/10/2 ’74/11/ 7 ’74/11/18 ’75/1/16 ’75/3/ 4 

イソチオエート 9/30 11/ 6 11/13 1/10 3/ 4 

アセフェート 10/ 1 11/ 8 1/ 9 3/ 8 

CVP 9/30 11/ 5 11/13 1/12 3/ 3 
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剤と活性炭処理直後には種した。肥培管理は慣行法によった。 1区面積は 7m2とし 3区制，

乱塊法により配置した。分析試料の採取時期は表14のとおりとし，土壌は生土のまま分析

に供した。

3）抽出精製

アルドリン，ディルドリン：前節の方法に準じて行った。回収率（0.lppm添加）はノぐレイ

ショでアルドリン84.2%，ディルドリン76.8%，キュウリおよびニンジンで，それぞれ96.4

%と87.5%,110.1%と116.0%であった。

エチルチオメトン：ダイコンは均質化試料50gにアセトンlOOm.eを加えホモジナイザーで

5分間抽出後減過した。残j査をアセトンlOOm.eで洗浄し鴻液と合わせ，これを約50m.eまで減

圧濃縮し， 500m.eの分液ロートに移した。これに 4%食塩水250m.eを加えて混合した後にジ

クロロメタン50m.eで、3回抽出を行った。ジクロロメタン層を集めて脱水し2～ 3m.eまで減圧

濃縮した後，通風下で溶媒を留去し残j査をアセトン 4m.eに溶解した。そのうち 2m.eをエチ

ルチオメトン（P=SS体）測定用試験溶液とした。残りの 2m.eには20%硫酸マグネシウム

液5m.e, 0. 5N過マンガン酸カリウム液20m.eを加え30分間放置した後，ジクロロメタン20m.e

で3回抽出を行った。以下は，前記要領でアセトンに溶解し，エチルチオメトン酸化代謝

物の P二 SS02体およびP=OS02体の測定用試験溶液とした。土壌は生土100gにアセト

ン150m.eを加え 1時間横型振とう機で振とう抽出した。以下の操作はダイコンの方法に準じ

て行ーった。

イソチオエート：ダイコンは均質化試料50gにアセトン150m.eを加えホモジナイザーで10

分間抽出後j慮過した。残j査をアセトン50m.eで、洗浄し鴻液を500m.eの分液ロートに移した。こ

れに 5%食塩水150m.eを加えて混合した後，石油エーテノレ150m.eで、2回抽出を行った。石油

エーテル層を集めて脱水し，約2m.eまで減圧濃縮した液をダルコ G-60：アビセル（1: 9) 

5g，無水硫酸ナトリウム 2gをつめたか、ラスクロマト管に移し，アセトン150m.eを用いて

溶出した。溶出液を減圧濃縮して溶媒を留去した後， n－ヘキサンに溶解し試験溶液とした。

土壌は生土100gにアセトン150m.eを加え 1時間横型振とう機で振とう抽出した。以下の操

作はダイコンの方法に準じて行った。ただしクリーンアップは省略した。

アセフェート：ダイコンは均質化試料50gに酢酸エチノレ200m.eを加え 1晩放置した。これ

に無水硫酸ナトリウム150gを加えホモジナイザーで5分間抽出後減過した。減液を減圧濃

縮し溶媒を留去後，アセトンに溶解し試験溶液とした。土壌は生土50gに酢酸エチノレ200m.e

を加え 1時間横型振とう機で振とっ抽出した。以下の操作はダイコンの方法に準じて行っ

た。
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CVP：ダイコンは均質化試料50gにアセトン200mtを加えホモジナイザーで5分間抽出後

漉過した。残漬をアセトンlOOm.eで洗浄し減液と合わせこれを約50mtまで減圧濃縮し 1Qの

分液ロートに移した。これに飽和食塩水50mtと水250mtを加えて混合した後，nーヘキサン100

mtで、3回抽出を行った。 n－ヘキサン層を集めて脱水し約2～ 3mtまで減圧濃縮した後，通風

下で溶媒を留去し残j査をアセトンに溶解し試験溶液とした。土壌は生土100gにアセトン200

mtを加え 1時間横型振とう機で振とう抽出した。以下の操作はダイコンの方法に準じて行

った。

表15 ガスクロマトグラフィ一分析カラム充填剤および薬剤の回収率

葉部（間引菜） 根部（大根） 土壌

薬 剤l 固定相液体 体
添加 回収率添加 回収率添加 回収率

濃度 濃度 濃度

（~） （%） （剛） （%） （附） （先）

エチルチオメトン（P=SS) 10%DC-200 ガスクロムQ,80～100メッシュ 1.0 127. 4 1. 0 80. 6 1. 0 71. 9 

P二SS02体 1.0 69 .1 1. 0 82. 0 1. 0 101.5 

P=OS02体 1.0 87. 2 1. 0 100.8 1.0 114. 7 

イソチオエート 0.2 67. 5 0. 2 72.5 0.5 88.7 

アセブェート 2%Reoplex400 1.0 73.0 1.0 72.9 1.0 71.3 

CVP α体 2児PEGA クロモゾルプW,AW,60～80メッシュ 0.2 94.5 0. 2 88. 0 1. 0 80.0 

p体 0.2 96. 5 0 .2 91.0 1.0 75.6 

以上の抽出精製による回収率は一括して表15に示した。

4）ガスクロマトグラフィ一条件

アルドリン，ディルドリンの分析は前節の条件に準じた。有機リン系殺虫剤の分析には

島津製作所製 FPD付 GC-4BMIFを使用した。カラムは内径3mm，長き1.5mのyゲラス

製を用い，充填剤は表15のとおりとした。温度は試料気化室230，カラムオーブン190，検

出器250℃とし，感度Range2, Sensi ti vi ty 10，キャリヤ一方、ス（N 2 ) 50m.e/ min，空気60,

H2 200mQ/minとした。

(2) 有機リン系殺虫剤の効果発現に及ぽす試験

ダイコンのアブラムシ類を対象害虫として，前記（1）の各試験区の20株のダイコン葉の寄

生アブラムシ数を1974年9月10日， 11日， 13日， 17日， 20日， 27日， 10月4日， 11日の8

回調査した。ただし， 9月20日までは全葉について， 9月27日以降は上位，中位，下位葉

各 1葉当たりの虫数を調査した。

qo 
qa 



(3) 除草剤の効果発現に及ぽす試験

1 ）供試薬剤および処理量

農試ほ場において，代表的な畑地除草剤であるトリプルラリン乳剤（44.5%) 20mt/ a区，

ジフェナミド水和剤（80%)30 g I a区， CAT水和剤（50%)10 g I a区， NIP乳剤（25

%) 80mt/ a区， リニュロン水和剤（50%)10 g I a区およびベンチオカーブ乳剤（50%)

80mt/ a区と無処理区を設け，さらにそれぞれに対する活性炭処理区を設けた。薬剤処理は

1973年5月4日に行い，薬剤の散布液量は10.e I aとし杓型噴霧器で区全体に均一に散布し

た。活性炭処理区は活性炭を 2kg/ aの割合で土壌表面に均一に散布し鍬で土壌とよく混和

後に薬剤処理した。試験区面積は 2m2とし 3区制，乱塊法により配置した。

2）除草効果の調査時期および方法

第1回調査は 6月5日（無処理区が手取除草の適期）に，第2回調査は 7月3日（無処

理区が手取除草の適期）にそれぞれ，そ菜関係除草剤試験実施基準（昭和40年3月，財団

法人日本植物調節剤研究協会）に基づいて行った。

2 .結果

( 1) 活性炭処理による農薬の作物移行抑制効果

パレイショ，キュウリおよびニンジンによるアルドリンとデイルドリンの吸収抑制を目

的として，土壌の活性炭処理，堆肥施用処理および耕怒処理をした場合のそれぞれの効果

について比較した。

バレイショでの結果を表16に示した。活性炭処理区の塊茎中残留量は， 1971年秋作（以

下秋作）ではアルドリンとデイルドリンの合計値で無処理区の73%であったが， 1972年春

作（以下春作）では31%に減少した。堆肥施用処理区は秋作では無処理区と差がなかった

が，春作では無処理区の50%の残留量であった。また，耕転処理区では秋作，春作とも無

処理区と変わらなかった。

キュウリでは活性炭処理，堆肥施用処理および耕萩処理と，これらを組合わせた相乗効

果について検討した（表17）。この場合は，耕転処理と活性炭＋耕転処理が最も吸収抑制効

果が高く，アルドリンとデFイルドリンの合計値で無処理区の25%の残留量となった。堆肥

施用区では無処理区の65%の残留量であった。また，単独処理では耕転区の効果が顕著で、

あった。

キュウリでは活性炭の処理量と処理方法についても検討し表18の結果をえた。処理量と

残留量の関係は，活性炭の 1kg/ a処理と 2kg/ a処理では後者の方が残留量が少なく無処
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表16 アルドリンとデイルドリンの土壌およびパレイショ塊茎中の残留量（ppm)

1971 （秋作） 1972 （春作）

処理 アルドリン ディルドリン アルドリン ディルドリン

土壌 塊茎 土壌 塊茎 土壌 塊茎 土壌 塊茎

活性炭 0.044 0.001 0.215 0.010 0.011 N.D.a> 0.095 0.005 

堆肥 0.033 0.001 0.245 0.015 0.008 N.D. 0.138 0.008 

耕去三 0.034 0.004 0.269 0.013 0.018 N.D. 0.160 0.014 

無処理 0.039 0.001 0.331 0.014 0.009 N.D. 0.145 0.016 

a> Not detected，く0.001

表17 キュウリにおける活性炭，堆肥，耕転処理によるアルドリンとディルドリンの

吸収量抑制効果（ppm)

活性炭 活性炭 活性炭 堆肥

農薬名 堆肥 活性炭 堆肥 耕来三 無処理

耕来三 堆肥 耕怒 耕素去

アルドリン 0.007 0.007 0.006 0.008 0.007 0.007 0.006 0.012 

テ。イ／レドリン 0.024 0.019 0.012 0.025 0.017 0.039 0.011 0.059 

表18 キュウリ，ニンジンにおける活性炭処理と処理方法によるアルドリンとデイルドリンの

吸収量抑制効果（ppm)

ニンジン

処理量・処理方法
キュウリ

アルドリン ディノレドリン
アルドリン ディルドリン

土壌 根部 土壌 根部

2kg/a 溝処理 0.002 0.016 

全面処理 0.002 0.020 0.330 0.012 0.223 0.040 

lkg/a 溝処理 0.004 0.018 

全面処理 0.005 0.029 0.643 0.040 0.290 0.051 

無処理 0.003 0.023 0.571 0.066 0.485 0.097 

理区の70%となった。処理方法については両処理量とも全面処理よりも植溝処理の方が吸

収抑制効果が高かった。

ニンジンでの活性炭の処理量と残留量の関係は表18のとおりであった。活性炭処理区の

残留量が少なく，アルドリンとテ、、イルドリンの合計値は 2kg/ a処理， 1 kg/ a処理でそれ

ぞれ無処理区の30%, 55%の残留量であった。

ダイコンでは，土壌施用きれる有機リン系殺虫剤のエチルチオメン，イソチオエート，
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表19 活性炭処理とダイコンおよび土壌中の有機リン系薬剤残留量（ppm)

葉部 根部 土 壌
薬剤および処理

（間引菜） （大根） 第1回目 第2回目 第3回目

エチルチオメトン（P=SS) く0.003 く0.002 0.007 0.107 0.189 

！！ P=SS02体 0.082 く0.008 1.18 1.07 0.981 

！！ PニOS02体 0.037 く0.016 0.067 0.051 0.044 

エチルチオメトン・活性炭（P=SS) く0.003 く0.002 0.062 0.202 0.338 

II P=SS02体 0.026 く0.011 2.92 1. 77 2.11 

II P=OS02体 0.018 く0.016 0.214 0.094 0.132 

イソチオエート く0.005 く0.005 0.009 0.008 0.007 

イソチオエート・活性炭 く0.005 く0.005 0.449 0.437 0.221 

アセフェート 0.03 く0.02 く0.02 く0.02 く0.02

アセフェート・活性炭 く0.02 く0.02 0.07 0.03 0.03 

CVP α体 く0.01 く0.01 0.06 0.03 0.03 

！！ β体 く0.01 く0.01 0.23 0.22 0.21 

CVP・活性炭α体 く0.01 く0.01 0.07 0.07 0.05 

II P体 く0.01 く0.01 0.49 0.50 0.32 

アセフェートおよび CVPについて検討し，表19の結果をえた。

エチルチオメンは，土壌中と作物体中で酸化代謝物を生成するので，本試験では P=OS02

体と P=SS02体の残留量も調査した。

根部ではどの供試薬剤も活性炭処理区，無処理区とも検出限界以下となった。

葉部は間引菜についてのみ検討したが，エチルチオメトン酸化体の移行残留が目立った。

エチルチオメトン（P=SS体）そのものは活性炭処理区も無処理区も検出限界以下であっ

た。しかし， P=OS02体と P=SS02体は活性炭処理によって，それぞれ無処理区の50%

と32%までに残留量が減少した。一方，土壌では，全化合物の合計値でみた場合，各調査

時とも活性炭処理区は活性炭への吸着保持により無処理区の 2倍近い残留量を示し，葉部

とは反対の結果となった。

イソチオエートは，葉部では活性炭処理区，無処理区とも検出限界以下であった。しか

し，土壌では活性炭による吸着保持が著しく，第 1回と第2回の調査時で無処理区の約50

倍，第3回調査時では約30倍の残留量であった。

アセフェートは，葉部で活性炭処理区は検出限界以下となったが，無処理区の残留量も

検出限界に近い値であった。また，土壌中残留量は無処理区では検出限界以下であり，活
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表20 大根葉寄生アブラムシ数a) ( 3区平均値）

調査月日
薬剤および処理

’74./9.10’74/9.11 ’74/9.13 ’74/9.17 ’74/9.20 ’74/9.27 '74/10.4 '74/10.11 

エチルチオメトン 6.7 10.0 17.0 36.7 27.0 34.3 

エチルチオメトン・活性炭 14.7 31.3 44.3 66.3 82.3 60.0 

イソチオエート 12.3 34.3 70.0 87.3 93.3 65.0 

イソチオエー卜・活性炭 20.0 42.7 69.3 85.0 95.0 122.7 

アセフェート 9.0 27.3 44.7 63.0 53.0 86.3 

アセフェート・活性炭 8.7 32.3 63.7 63.0 116. 7 158.3 

CVP 15.0 56.0 75.0 81.0 139.0 154.3 

CVP・ 活性炭 20.7 64.3 88.0 181.3 140.0 146.3 

無処理 14.3 44.0 70.7 88.7 133.0 130.0 

無処理・活性炭 17.3 54.7 59.0 98.7 154.3 131.3 

ls.d. 0.05 nsb> 27.8 ns 47.7 59.7 56.6 

0.01 ns 38.2 ns 65.4 81.8 77.5 

a）アブラムシの大部分はモモアカアブラムシ，ニセダイコンアブラムシである。
b）有意差なし。

10.3 2.3 

28.3 2.7 

31.3 3.3 

68.3 5.0 

43.0 3.3 

24.0 3.3 

53.3 3.0 

77.0 3.3 

56.0 2.3 

58.0 3.3 

40.9 ns 

56.1 ns 

性炭処理区では残留は認められたが，それでも供試薬剤のなかでは最も少なく，第2回目

の調査時以降は活性炭処理区でも検出限界近くまでに減少した。

CVPは，活性炭処理区および無処理区で α体， β体とも葉部では検出限界以下であっ

た。しかし，土壌では残留がみられ両者の合計値で，第 1固と第2回調査時までは活性炭

処理区は無処理区の約2倍の残留量，第3回調査時には約1.5倍の残留量であった。

(2) 活性炭処理による土壌施用殺虫剤の効果発現に及ぼす影響

前節で、土壌中残留農薬の作物体への吸収移行は，活性炭処理によってかなり抑制できる

ことが分かった。しかし，土壌施用殺虫剤のように，作物体への有効成分の吸収によって

効果を発現する農薬の場合には，作物体中の農薬濃度が低いことは防除効果上好ましくな

い。そこで，活性炭処理の有無と殺虫効果の関係をダイコン葉に寄生するアブラムシ数に

よって調査した。

活性炭処理区では表20に示したょっに，処理1か月後まで全ての薬剤でアブラムシの寄

生数が多くなる傾向がみられた。特に，エチルチオメトンとアセフェートでその傾向が強

かった。

(3) 活性炭処理による土壌処理除草剤の効果発現に及ぼす影響
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表21 雑草発生本数および量（指数による） ( 3区平均値）

A 区 B 区

薬剤および処理 1か月後 2か月後 2か月後

本数 量 本数 量 本数 豆Eヨ茎

トリプルラリン 1.0 1.0 2.0 2.0 6.0 6.0 

トルフルラリン・活性炭 1.3 1.3 1.0 1.0 5.3 5.3 

ジフェナミド 1.0 1.0 1. 7 1. 7 4.0 4.0 

ジフェナミド・活性炭 1.0 0.7 1. 7 1. 7 4.0 4.0 

CAT 0.3 0.3 1.0 1.0 6.0 6.0 

CAT・ 活性炭 2.3 2.3 1. 7 1. 7 6.0 6.0 

NIP 2.0 2.0 1. 7 1. 7 6.7 6.7 

NIP・活性炭 1. 7 1.0 1.3 1.3 6.0 6.0 

リニュロン 1.0 1.0 2.3 2.3 5.0 5.0 

リニュロン・活性炭 2.7 2.7 1. 7 1. 7 7.0 7.0 

ベンチオカーブ 0.7 1.0 1.3 1.3 5.0 5.0 

ベンチオカーブ・活性炭 0.7 0.7 1.3 1.3 5.0 5.0 

無処理 4.0 4.0 1.0 1.0 7.0 7.0 

無処理・活性炭 4.0 4.0 0.7 0.7 7.0 7.0 

ls.cl. 0.05 0.9 1.1 nsa> ns ns ns 

0.01 1.3 1.5 ns ns ns ns 

a）有意差なし。

表22 無処理区の雑草発生本数および重量

A 区 B 区

雑草名 1か月後 2か月後 2か月後

本数 重量（g) 本数 重量（g) 本数 重量（g) 

タネツケノ〈ナ 47.3 6.3 0.4 2.0 0.9 

ハ／レタデ 25.3 0.7 0.7 

ミチヤナギ 4.0 

スベリヒユ 28.7 25.0 10.4 2.0 15.1 

アカザ 1.3 

クローパー 5.7 0.3 0.3 0.1 

その他広葉雑草 10.3 2.0 13.3 

アキノメヒシノ〈 12.3 1. 7 26.0 298.3 

カヤツリグサ 10.0 0.4 6.3 2.5 

ニワホコリ 0.3 0.5 
ムロ、 計 116.9 278.3 59.3 13.2 39.6 331.4 
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前節の結果から，土壌施用される除草剤の効果発現にも影響のあることが懸念されたの

で，同様な検討を行った。

活性炭処理による除草効果への影響を表21および表22に示した。処理1か月後の第 1回

目の調査時に CATとリニュロンで活性炭処理によって効果の低下がみられた。これに対

して他の供試除草剤では活性炭処理の影響は認められなかった。なお， 2か月後の第2回

目調査時には全供試剤とも活性炭無処理区でも残効性がなくなり差がみられなくなった。

3 .考察

農薬の農作物への吸収抑制を目的として，米国では活性炭を用いて THURSTON129＞が土

壌中の DDTの薬害防止のために，また LICHTENSTEINら聞はアルドリンやデイルドリン

などの作物への吸収抑制についての試，験を行い，一定の効果をえたと報告している。しか

し，我国においては活性炭処理による吸収抑制に関する報告はまったくなかった。本検討

では広島県の特産物であるパレイショとドリン剤を吸収しやすいニンジンおよび、キュウリ 89，肌147)

を対象作物として，活性炭の土壌処理を行いアルドリンとディルドリンの吸収に対して抑

制効果のあることを明らかにした。即ち，パレイショでは，土壌中残留量の多い秋作では

吸収抑制効果が顕著でなかったが，残留量の少ない春作では活性炭の 2kg/ a処理によって

無処理区の1/3～2/3に吸収残留量を減少させえた。パレイショと同様に可食部が土壌中に

あるニンジンでも活性炭の 2および1kg/ a処理で効果がみられ，吸収残留量は無処理区の

1/3～ 1/2になった。 LICHTENSTEINら65）は，活性炭濃度が2,OOOppmの場合に，アルドリンと

ディルドリンの合計値でパレイショでは無処理区の70～60%まで，ニンジンでは53%まで

減少したとしている。本検討の場合，活性炭の 2kg/ aを作土の10～20cmの深さに均一に混

入したときの活性炭濃度は20～lOppmになり， LICHTENSTEINら聞の場合よりも著しく低濃

度の活性炭処理で同等の効果がえられたことになる。したがって，活性炭処理量と吸収抑

制効果との関係は，土壌中の農薬残留量や使用する活性炭の質などによってもかなり大き

く異なると思われる。

キュウリでも活性炭の 2kg/ a処理で吸収抑制効果が認められたので，処理方法の違いと

吸収抑制効果について検討した。この結果，全面処理よりも作物の根圏に活性炭を集中的

に処理する植溝処理の方が抑制効果が高かった。当然ながら，作物根圏の活性炭濃度が高

いほど吸収抑制効果が高いことを示している。

その他に，堆肥施用と耕怒処理による吸収抑制効果についても，パレイショとキュウリ

で検討した。堆肥施用による効果は，キュウリでは認められたものの，パレイショでは土
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壌中のアルドリンとデイルドリン残留量が多く，堆肥施用後の期間が短い秋作では十分で、

はなかったが，土壌中の残留量が少なくなった春作では顕著で、あった。このように堆肥施

用の効果に変動の大きいことは，他の報告でも認められる7仰）。堆肥施用の効果は，直接的

には農薬の有機物への吸着，間接的には土壌微生物種の増加とその腐生活動による農薬の

分解促進による 7,9,91,135）。したがって，その効果を高めるには，長期にわたって継続的に施

用することが必要と思われる。

土壌中の有機塩素系殺虫剤の主消失要因は空気中への揮散であるとされている9,55,67,7九

したがって，土壌を耕転することによって土壌中のアルドリンとテ、、イルドリンの揮散を促

し，土壌中濃度を低下させて作物への吸収移行量を少なくしうる可能性が考えられた。検

討の結果，耕転回数が少なかったノ〈レイショでは抑制効果が認められなかったが，頻繁に

耕悲したキュウリでは活性炭処理よりも吸収移行量が少なくなった。LICHTENSTEINら72）も

アルドリンの施用ほ場を毎日耕恕することによって顕著な減少がみられたと報告している。

このように耕怒を頻繁に行い農薬の揮散を促進することによっても，土壌中濃度の低下に

よる作物への吸収移行量の低減は可能である。

上述のように活性炭吸着による土壌中のアルドリンとデイルドリンの作物吸収抑制効果

が実証されたが，その反面，活性炭処理は，土壌処理される他の殺虫剤や除草剤をも吸着

して，その効果発現に悪影響を及ぼすことが懸念された。

そこで殺虫剤では有機リン系殺虫剤についてダイコンを用いて検討した。残効の長いエ

チルチオメトンとアセフェートは，活性炭処理区で明らかに吸収移行量が少なく吸収抑制

効果のあることが伺えた。しかし，全供試薬剤とも活性炭処理区ではダイコン葉の寄生ア

ブラムシ数は多くなり，防除効果の面からみれば好ましくない結果となった。

次に，活性炭処理の除草剤の効果発現に及ぼす影響についてみると，供試除草剤はいず

れも主として幼植物根系吸収により効果を示す吸収移行型1則聞のものであったが， CAT

とリニュロンでは，活性炭吸着によって雑草への吸収移行が抑制され，除草効果が低下し

た。しかし，他の除草剤では活性炭処理の影響はみられず， NIPでは効果がむしろ高まる

傾向がみられた。このように除草剤に対する活性炭処理の影響は，有機リン系殺虫剤のよ

うに一様で、はなく，化合物の活性炭への吸着特性の差が関与しているように思われる。

上述の結果から，土壌中農薬の作物への吸収軽減対策としての活性炭処理は緊急避難的

な場合のみに止め，むしろ土作りを兼ねた耕転や堆肥などの有機物施用を奨める方が現場

技術として合理的な対策と考えられる。
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第3章施設栽培における安全利用と省力防除法の合理化

気象に左右されることなく安定した周年栽培が可能で、ある施設栽培は，消費者ニーズの

多様化や高品質指向に伴って益々重要な栽培技術として定着してきている。しかし，施設

栽培は密閉された高温，多湿の環境下であるため，作物が軟弱となり病害虫に対する抵抗

性が低下する。したがって，病害虫が発生しやすく，一旦発生するとその防除は容易で、な

い。防除作業も，密閉された施設内では露地栽培に比較して薬液の被曝や吸入の機会が多

く，散布作業者の安全性に問題がある。また散布された農薬も，施設内では直射日光や風

雨に曝されることがないため分解消失速度が遅く，農作物に残留しやすいことが懸念され

る。このような従来の液剤多量散布法の欠点を改善する防除法として，フローダスト法，

燃焼法，蒸散法， くん煙法，常温煙露法等の各種省力防除法が開発され普及しつつある。

本章では，先ず施設における農薬散布作業者の安全性確保のための基礎資料として散布

作業者の農薬被曝の実態を明らかにし，その軽減対策について検討した。次いで，広島県

内に広く普及定着している小規模の単棟ビニールハウス栽培にこれらの省力防除法を導入

するに当たっての問題点を明らかにするため，農薬残留量，農薬のハウス内での拡散性，

気中濃度および防除効果等について検討した。

第 1節 農薬散布における作業者の農薬被曝

施設内での農薬散布は密閉条件下の作業であるため，農薬の被曝も露地の場合とかなり

異なった様相を呈すると考えられる。また最近では，隣接作物への薬害防止や作業者への

農薬被曝を少なくする目的で，噴霧粒子を従来よりも2～3倍大きくし，しかも微細粒子を

少なくできる特殊なノズルを用いたドリフトレス散布が普及している。そこで二本節では

散布作業者の安全性確保の観点から，慣行散布法とドリフトレス散布法による農薬被曝の

実態を明らかにし，その被曝量の軽減方法について検討した21）。

1 .実験材料および方法

( 1) 慣行散布における農薬被曝の実態の検討

1 ）試験場所および供試散布機，対象作物

1980年4月から 6月の問に農試内のほ場またはカゃラス温室内において散布試験を行った。

供試散布機は丸山製作所製 MS-150動力噴霧機を用いた。農薬散布対象作物，散布農薬，
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表23 農薬の散布概要

試験区分
露地栽培 施設栽培

2 3 4 5 7 8 

作物名 ワケギ ワケギ スイカ・メロン トマト トマト エンドウ キュウリ キュウリ

草丈（cm) 47 47 15 160 160 85 190 190 

通路（cm) 40 40 90 90 90 80 80 

農薬名および成分（%） TPN TPN TPN DMTP マラソン ホルモチオン TPN TPN 

75 75 75 40 50 36 75 75 

濃度（希釈倍数） 600 600 600 1000 1000 1500 600 600 

散布量（Q) 50 50 20 200 200 30 60 50 

散布面積（a) 3.6 3.6 0.4 5.6 5.6 0.8 1.1 1.1 

散布時間（凹） 5 12 27 27 10 

噴孔の種類 鉄砲ノズル鉄砲ノズル鉄砲ノズル鉄砲ノズル鉄砲ノズル 5頭噴孔 鉄砲ノズル鉄砲ノズル

風速（m/sre) 1.5 1.0 4.0 

散布作業者 A B B A A A B B 

頭頂部

図9 農薬人体付着量調査部位

散布面積，散布所要時間および散布諸元は表23に示した。

2）農薬付着量の調査

図9に示す位置の作業衣に直径9cmの東洋減紙No.2を虫ピンで留め，散布作業終了後減

紙を回収し，庁、スクロマトグラフにより有効成分量を定量した。
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3）付着農薬の定量法

回収した鴻紙を室内で風乾後500m.eのねじ口びんに入れ，アセトン150m.eを加えて30分間

横型振とう機で振とう抽出した。抽出液をガラスウールをつめたロートで、200m.eのナス型フ

ラスコ中に減過し，減圧濃縮後アセトンで定容してガスクロマトグラフで定量した。TPN,

マラソン， DMTPおよびホルモチオンの回収率は， i慮紙に0.Olppmアセトン溶液0.5m.e塗布

でそれぞれ， 76.6%,94.9%, 86.0%および107.0%であった。

4）ガスクロマトグラフィ一条件

TPNの分析には，島津製作所製 ECD( 63Ni）付 GC-5AIEEを使用した。カラムは

内径3mm，長さ1.5mのか、ラス製，充填剤は 5% OV-17／クロモゾルブ W,AW, 60～80 

メッシュとした。温度は試料気化室250，カラムオーブン190，検出器250℃とし，キャリヤ

ーガスは Nzを用い50m.e/minとした。

マラソン， DMTPおよびホルモチオンの分析には，島津製作所製FPD付GC-4BMIF 

を用いた。カラムは内径3mm，長さ1.5mのか、ラス製，充填剤は 5% DC-200／カ、、スクロム Q,

60～80メッシュとした。温度は試料気化室250，カラムオーブン190，検出器250℃とし，キ

ャリヤーガス（Nz) 40～60m.e/min, H2 200，空気60m.e/minとした。

(2) ドリフトレス散布法による農薬被曝量の軽減対策の検討

1 ）試験場所

広島県賀茂郡黒瀬町上保田の農家ビニニールハウスにおいて実施した。ハウス面積は，

ドリフトレス散布法で、は350m2（間口lOm×奥行35m), I慣行散布法で、は400m2（間口lOm×

奥行40m）であった。栽培作物はキュウリ（品種：シャーフ。ワン）で，草丈2m，栽植本

数は1,800本／10aであった。

2）供試散布機，散布農薬および散布量

ドリフトレス散布法はヤマホキリナシスズラン噴孔2頭口，慣行散布法はスズラン噴孔

5頭口によって，丸山製作所製 MS-055E動力噴霧機で散布した。散布は1990年3月22日

に行い，農薬はイプロジオン水和剤（50%）の1,000倍液を200Q /10 a散布した。なお， ド

リフトレス散布法では起泡剤は添加しなかった。

3）農薬付着量の調査

前項と同様に図9に示す頭頂部，胸骨部，右前勝部，左前勝部，右大腿部，左大腿部，

右肩肝部，左肩脚部の8か所に直径9cmの東洋減紙No.85SAを虫ピンで留め，散布作業終

了後に回収してか、スクロマトグラフによって有効成分量を定量した。

4）付着農薬の定量法
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前記（1）の 3）と同様に減紙をアセトンlOOm.eで振とう抽出し，抽出液を減過後濃縮し， 5 

%食塩水200m.eと混合してジクロロメタンlOOm.eに2回転溶抽出した。ジクロロメタン層を

脱水，濃縮し，通風乾固後アセトンで定容して試験溶液とした。回収率は， i慮紙に0.8ppmア

セトン溶液0.5m.e塗布で、108%であった。

5) 'Jゲスクロマトグラフィ一条件

島津製作所製 FTD付 GC-5Aを使用した。カラムはか、ラス製，内径3mm，長さ1.5m

を用いた。充填剤は 5% DC-200／クロモゾルブ W,HP, 80～100メッシュとした。温度

は試料気化室260，カラムオーブン220，検出器250℃とし，ガス流量は He50, H2 3，空

気 170m.e/minとした。

2 .結果

( 1) 慣行散布法における作業者への農薬付着

人体各部における農薬付着量を表24に示した。試験番号1～3までは露地， 4～8までは施

設内での試験結果である。なお，試験毎に対象作物，散布農薬と散布量，散布面積と散布

時間等の試験条件が異なるため，この表中の値は散布時間10分間当たりの付養量で示した。

露地の場合は， 3回の散布試験とも下半身，特に，左右の前下腿部と後下腿部への付着

量が多く，これに前大腿部と前鱒部がつづいた。これに比し，上半身への付着量は比較的

少なかった。

施設の場合は， 5回の散布試験とも農薬付着量の多い部位と少ない部位が露地の場合ほ

ど極端で、はなく，露地で比較的付着の少なかった部位でも施設では多い傾向となった。付

着量の多い部位は，全体的にみて左前下腿部，左腰部，右前下腿部，左前大腿部，右腰部，

左上時部，左前牌部の順で，全体に左側に多い傾向であった。また，同じ露地，施設の場

合でも散布作業者によって付着量に差がみられた。

(2) ドリフトレス散布法における作業者への農薬付着

散布薬液の漂流飛散の少ないドリフトレス散布法で散布したときに，散布作業者への農

薬付着量がどの程度軽減できるかについて検討した。表25に，付着量を散布面積10a当た

りに換算して， ドリフトレス散布法と慣行散布法との比較を示した。

人体各部の面積および付着量は，農林水産省植物防疫課安全指導係の「昭和62年8月26

日付け事務連絡，農薬安全使用推進特別対策事業の進め方について」に基づいて求めた。

即ち，人体各部の面積は， i慮紙をつけた部位の表面積の人体全表面積に対する割合を頭部

9%，胸部18%，胸の左右をそれぞれ9%，胸部の左右をそれぞれ18%，背部の左右をそ
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表24 人体各部における農薬付着量a)

試験区分

人体部位 露 I也 施 設

1 2 3 4 5 6 7 8 

頭頚部

頭頂部① 12 198 60 64 37 17 12 405 

後頭部⑬ 14 208 く15 25 14 7 31 69 

胸腹部

左肩峰部② 8 137 く15 215 118 8 37 380 

右肩峰部⑤ 8 168 80 222 124 15 39 386 

胸骨部⑧ 10 12 3,190 24 16 5 く3 114 

勝 部⑨ 30 42 860 41 25 63 113 (21, 520) b) 

背 部

左肩脚部⑬ 4 217 く15 202 114 8 159 548 

右肩脚部⑬ 12 137 50 95 56 7 171 266 

左腰部⑬ 28 18 く15 350 198 22 2,908 174 

右腰部⑫ 10 414 く15 98 58 7 1,662 1,206 

各上肢

左上牌部③ 18 18 く15 167 94 22 17 1,109 

左前日専部④ 40 198 270 291 172 10 12 1,076 

右上醇部⑥ 10 249 100 167 97 10 く3 380 

右前牌部⑦ 36 472 310 216 125 10 35 571 

各下肢

左前大腿部⑬ 32 158 270 425 244 27 344 891 

左前下腿部。 4,130 5,779 1,820 656 377 38 227 270 

右前大腿部⑫ 172 404 190 131 75 73 125 (22 '604) 

右前下腿部⑬ 2,454 5,096 1,670 277 148 63 131 1,163 

左後大腿部＠ 28 8 50 73 41 7 211 86 

左後下腿部⑫ 724 1,171 250 113 66 37 201 728 

右後大腿部⑬ 24 5 60 26 15 13 534 32 

右後下腿部⑫ 2,702 2,282 220 66 38 17 560 513 

a) 10分間散布したときの付着量（ng/cm2)

b) ( ）はホースからの薬液のもれによる異常付着

- 45 -



表25 ドリフトレス散布法による農薬の人体付着量a)

人体部位
散布法

ドリフトレス法 慣行散布法

頭頂部① 0.316 0.220 

胸骨部⑧ 0.259 5.56 

右前縛部⑦ 0.835 6.41 

左前醇部④ 9.41 8.45 

右大腿部⑫ 2.47 4.24 

左大腿部⑬ 33.8 45.2 

右肩肝部⑤ 0.168 3.76 

左肩脚部② 6.14 10.9 

全身推定
53.3 84.7 

被曝量

散布時間
51.9 73.4 

(min) /lOa 

a）面積10a散布したときの付着量（mg)

れぞれ9%として， i慮紙の農薬付着量より各部の付着量を求めた。また，全体表面積は，

散布作業者の身長と体重から次式を用いて求めた。

体表面積（cm2)＝体重（kg)O・444×身長（cm)o.663×88.33 

散布対象作物がハウス栽培の草丈2mのキュウリであったため，慣行散布法では上半身

の胸部の付着量が多かった。

一方， ドリフトレス散布法では慣行散布法に比較し頭頂部と左前勝部でやや付着量が多

いものの全体的には少なし特に，胸骨部では1/20，右前醇部では1/8の付着量で，全身推

定被曝量は慣行散布法の3/5以下となり軽減効果が認められた。しかし，両散布法ともに左

前時部，左大腿部，左肩脚部と身体の左側に多く付着する傾向がみられた。

また，散布面積10a当たりの所要散布時間はドリフトレス散布法が52分，慣行散布法が

73分であり， ドリフトレス散布法では散布時間が慣行散布法の約70%に短縮された。

3 .考察

農薬散布中の事故は，本人の不注意で、発生する場合が最も多く，その原因は防除衣等の

装備の不備によるものである 106,11へただし，農薬散布に当たっての完全な装備は発汗を促
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しかえって疲労を増すこともあり，そのために防除衣の材質改善も試みられている。しか

し，農薬の散布作業によって，人体のどの部位にどの程度の農薬が付着するかを明らかに

しておくことは，安全性の確保や事故防止の上から重要なことである。

農薬散布作業時の身体付着に関する報告はカミなりあるが114,116,14

した散布試験例は少ない。本検討で、の露地栽培の場合は，農薬付着は主に大腿部以下と前

勝部に集中した。小木曽ら 113）は，草丈の低いキクに農薬散布したときノズ、ルを持った腕，

腔および大腿部に付着が多かったと報告している。本検討も対象作物（ワケギ，メロン，

スイカ）の草丈が低く，噴孔を腰より低い位置に保ち左右に振りながら前進と後退を繰り

返したため，農薬付着が両足に集中したことが原因と思われる。前時部に付着量が多いの

は噴孔に最も近く薬液に被曝する機会が多かったためと考えられる。また，露地の場合に

は人体付着には風の影響が大きいと考えられるが， 2m/sec程度の風速でPは影響はないとい

う報告もある 151）。試験3では 4m/s回の風速の条件のもとで，風向きに対して直角に歩きな

がら散布した。このときの付着は試験l, 2に比較すると部位による付着量差が大きく，

殆ど付着しない部位（腰部等）があるのに対し，胸骨部と腰部では異常に付着量が多かっ

た。この程度以上の風速では乱流によって思わぬ薬液被曝の可能性があり，散布作業は行

わない方がよいと思われる。

一方，施設栽培の場合は，全試験例を通して農薬付着量の多い部位と少ない部位が露地

の場合ほど明瞭で、はなかった。全体的に付着量が多く，また一様に左側と上半身への付着

量が多い傾向がみられた。これは，施設内は無風状態であり散布薬液の施設内浮遊が多い113)

ことと，この散布作業者が右利きであったこと，また対象作物（トマト，キュウリ）の草

丈が高く，しかも繁茂して通路が狭くなっていたために，薬液の付着した作物への接触に

よる二次的付着が多くなったことが原因と考えられる。草丈の低いエンドウ（試験6）の

散布例では， トマト（試験4' 5）やキュウリ（試験7' 8）の場合と比較して付着量が

少なく，特に背部付着量が少なくなっている。これは，通路が広く取ってありエンドウは

繁茂しても通路を覆う程ではなく，二次的な付着が少なかったためと考えられる。また，

人体付着量は作業者によっても異なり，作業者の A とBを比較したとき， Bは露地栽培，

施設栽培の両方とも付着量が多かった。作業手順や熟練度なども重要であり，散布作業を

始めるに当たり，予め手順を定め無駄な動作を省くことでも付着量の軽減が可能で、あるこ

とを示唆している。二次的付着の軽減対策として，散布作業がしやすい栽植密度や通路幅

を十分に取ることも重要で、ある。

以上の結果からも明らかなように，農薬被曝の主な原因は散布薬液の漂流飛散である。
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そこで，噴霧粒子を大きくして漂流飛散性を小さくしたドリフストレス散布法による農薬

被曝の軽減効果について検討した。従来，この散布法の適用は薬害防止の目的から除草剤

の散布に限られていた。しかし，本検討の結果では，防除効果は従来の慣行散布法と変わ

らず，農薬被曝量は全体的に少なく，全身推定被曝量は慣行散布法の3/5以下であった。こ

の散布法は，施設栽培での防除作業の安全性を向上きせるだけでなく，散布所要時間も慣

行法より短縮でき，省力防除法としての利点も明らかであった。ノズルをドリフトレス散

布用に取り替えるだけで従来の動力噴霧機での散布が可能で、あり，今後の施設栽培でのよ

り安全な防除手段として積極的に普及してよい手法であった。
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第2節 各種省力防除法における農薬の散布特性と防除効果

施設栽培の普及とその大型化に伴い，病害虫防除作業の省力化と安全性が重要な問題と

なってきた。従来の動力噴霧機による液剤多量散布は，防除作業に多大な労力を要した。

また，作業者が薬液に直接ふれたり，前節の結果にみられるように農薬被曝による経皮毒

性の危険性，あるいは気中に浮遊する薬液の吸入などの増大も懸念された。そのうえ，場

合によっては施設内湿度を高め，かえって病害虫の発生を助長するなどの欠点もあった州。

そのため，従来の液剤多量散布法にかわるフローダスト法（以下FD法）， くん煙法，蒸散

法，燃焼煙霧法（以下燃焼法），常温煙霧法などの省力的で，安全な防除法が開発きれてき

ている 86,13丸133,134,137,138）。これらの防除法の散布特性については，モデル試験などのいくつか

の報告2,49,80,83,8仰，110,148・附がある。しかし，いずれも各方法個々の試験結果であり，実際に

作物が栽培された条件で，しかも同一条件下でこれら省力防除法の散布特性を相互比較し

たものは筆者の知る限りでは見られなかった。そこで，本検討では広島県に多い小規模の

単棟ビニールハウスにおいて，これら省力防除法における農薬の残留量，付着性，気中濃

度および防除効果等の実用性に関する検討を行った。

1 .実験材料および方法

試験I FD法，燃焼法および常温煙霧法による防除試験

( 1) 農薬残留量調査

1 ）試験場所

広島県山県郡芸北町雄鹿原 荒神園芸生産組合農場において1982年に試験した。

2）対象作物および対象病害虫

トマト（品種：サターン）の葉かぴ病，疫病およびヒラズハナアザミウマとした。

3）供試農薬および剤型（有効成分量）

TPNの FD剤（30%）と水和剤（75%），チオファネートメチルの FD剤（30%）と

水和剤（70%),DMTPの FD剤（15%）と水和剤（36%）を散布した。

4）供試防除機

FD法は共立DMD-11E（背負式動力散粉機），燃焼法はプルスフォグK2G/E，常温煙

霧法は岡野機工製試作機，液剤多量散布法（慣行法）は丸山 MS-252動力噴霧機を，それ

ぞれ使用した。
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表26 農薬散布時期及び供試ハウス面積

散布法
散布時期及び農薬名

供試ハウス面積（mi)
7月5日 7月14日 7月26日

F D 法 TPN F D剤 DMTP，チオファネートメチル FD剤 TPN F D剤 39m×6 m =234 

燃焼法 TPN水和剤 DMTP，チオファネートメチル水和剤 TPN水和剤 42m×6 m =252 

常温煙霧法 II II 44m×6mニ264

慣行法 ！！ II II 55m×6 m =330 

表27 供試農薬の濃度及び散布量（10a当たり）

散布法
7月5日 7月14日 7月26日

TPN DMTP チオファネートメチル TPN 

F D 法 400 g (120 g) 500 g (75 g) 500 g (150 g) 500 g (150 g) 

燃焼法 24倍液6Q (188 g) 40倍液6Q (54 g) 60倍液6Q (70 g) 18倍液6Q (250 g) 

常温煙霧法 16倍液1Q (46. 9 g) 20倍液1Q (18 g) 30倍液1Q (23.3g) 9倍液1Q (83.3 g) 

慣行法 800倍液150Q (141 g) 1,000倍液150Q (54 g) 1,500倍液150Q (70 g) 600倍液200Q (250 g) 

注）（ ）内は有効成分量

5）農薬散布時期および、供試ノ＼ウス

散布時期とハウスの面積は表26のとおりであった。なお，供試ノ＼ウスはいずれも間口 6

mのビニールハウスとした。

6）供試農薬の濃度および散布量

供試農薬の濃度，散布量は一括して表27に示した。燃焼法にはタマジェットを300m.e加用

した。

7）防除機， トマト葉の採取，農薬付着量調査用のスライドグラス設置位置および病害

虫防除効果調査位置

それぞれ図10に示すとおりとした。

8）残留分析用試料採取方法

TPNは3回目の薬剤散布（7月26日）の1日， 3日， 7日および14日後に，チオファネ

ートメチルと DMTPについては，散布13日， 15日および：-ig日後にハウス全体から無作為

にトマト果実を採取し，分析に供した。なお， TPNの1日後のFD法，燃焼法の試料は，

防除機からの距離別の残留量を調査するために，図10に示した①～⑨の位置で採取し， I' 
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＠｜｜⑧｜｜⑦11←37.伽｛圃｝ ③ ←50.伽＜m>

⑨｜｜⑧I I⑦11←19. 5m畑） ⑨｜｜＠｜｜⑦l l←22.伽〈酌
＠｜｜＠｜｜④11←21.伽＜II〕 ② ←27. 5m<II> 

＠｜｜⑤｜｜④11←12. 3m<ll> ＠｜｜⑤｜｜④11←13. 5m<ll> 

③｜｜②11①11←5.伽<I〕 II cri I 1@1 I①11←5.伽<I>I I③｜｜②｜｜①11←5. Om<I) ① ←5. Om<J) 

， 
常温煙霧法 慣行法

図10 防除機設置， トマト葉採取及びスライドグラス設置位置
和は防除機設置位置と吹込み方向，①～⑨はトマト
葉採取及びスライドグラス設置位置を示す。

II , Illの位置別で示した。

9）残留分析法

TPNは，アセトン抽出， ηーヘキサン転溶後，フロリジルカラムでクリーンアップして

カ、、スクロマトグラフで定量した。チオファネートメチルは，メタノール抽出，ジクロロメ

タン転溶後，さらに50%酢酸と酢酸銅を加え還流煮沸して MBCに変換し，高速液体クロ

マトグラフで定量した。また， DMTPは，アセトン抽出， n－ヘキサン転溶後方、スクロマト

グラフで定量した。回収率は， TPN0.05ppm添加で、 74.4%，チオファネートメチル 0.05ppm 

添加で 67.3%, DMTP 0. Qlppm添加で、 93.8%であった。

10）庁、スクロマトグラフィーおよび高速液体クロマトグラフィ一条件

TPN, DMTPおよびチオファネートメチルの分析条件は次のとおりとした。

TPN：島津製作所製ECD(63Ni）付GC-5AE型を用い，カラムは内径3mm，長さ1.5

mJゲラス製，カラム充填剤は 5% OV-17／クロモゾルブ W,AW, 80～100メッシュとし

た。温度は試料気化室230，カラムオーブン190，検出器250℃とし，キャリヤーか、ス（N2)

は40～60m.e/minとした。

DMTP：島津製作所製FPD(P）付GC-4BM型を用い，カラムは内径3mm，長き1.5

mカ、、ラス製，カラム充填剤は 5% DC-200／.ガスクロム Q,80～100メッシュとした。温度

は試料気化室250，カラムオーブン190℃とし，キャリヤーガス（N2)40～60m.e／血n,H2 200, 

空気 60m.e/minとし，検出器印加電圧は7.5V (220℃）とした。

チオファネートメチル：島津製作所製LC-4A型（検出器蛍光光度計：励起波長 285

nm，蛍光波長 315nm）を用い，カラムはソゃルパックス ODS，内径4.6mm，長き25cmステン

P
同
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レス製，カラムオーブン温度40℃， j容離液メタノール，流速0.5mt/minとした。

(2) 農薬付着量調査

各散布法による農薬のトマト葉全体への付着量と，葉の表・裏への付着状況を知るため

に，シリコングリスを塗布したスライドグラスを用いて付着量を調査した。

1 ）調査農薬および調査時期

TPNとDMTPとし，農薬散布日（ 7月5日， 14日および26日）の 1日後に調査した。

2）付着量調査方法

図10に示す①～⑨の位置通路側で， トマト葉については草丈のほぼ中央の複葉を 1か所

当たり 1枚採取した。また，スライドグラスは①～⑨のトマト作条聞の草丈のほぼ半部の

高きの位置に水平に設置し，スライドグラス表・裏の付着量を調査した。農薬の定量は，

葉，スライドグラスともアセトンで洗浄後定容とし，カ、、スクロマトグラフで分析し付着有

効成分量を求めた。

(3) 農薬の気中濃度調査

農薬散布作業者と栽培管理作業者の安全性確認のため，各散布法による農薬散布中ある

いは散布後のハウス内気中濃度を経時的に調査した。

1 ）空気中の農薬の採集方法

シパタハイボリュウムエアーサンプラ－ HV-500を用い450.e /minの割合で、3分間吸引し

採集した。

2）採集時期

FD法，燃焼法および常温煙霧法はハウス開放前とその 1時間後，慣行法は散布中， 1時

間， 2時間， 3時間および5時間後とした。

3）調査農薬および分析定量方法

TPNとDMTPを分析対象化合物とし，エアーサンプラーに着装した漉紙をアセトン

で抽出後，前記（1）の10）＇のか、スクロマトグラフィ一条件で定量した。

(4) 防除効果関査

1 ）調査時期

葉かぴ病は 8月2日，疫病は 9月3日に，またヒラズハナアザミウマは 7月26日に，そ

れぞれ調査した。

2 ）調査方法

葉かぴ病は，図10に示す I, Il, IIIの各畝1か所当たり 5株の最上位展開葉から数えて，

7位葉から11位葉の 5複葉について，権病小葉率を求めた。疫病も同様に 1か所当たり25

F
h
d
 



株について，「農作物有害動植物発生予察事業実施要領J 105）に基づいた発病度と，展開葉

から15位葉までの擢病小葉率を求めた。ヒラズハナアザミウマは，各散布法とも 3畝につ

いて，畝中央部の50株の2'3段果房の全果について白ぶくれ果率を求めた。

試験E 蒸散法， くん煙法および燃焼法による防除試験

( 1) 農薬残留量調査

1 ）試験場所

試験！と同じ場所で1983年に試験した。

2）対象作物および対象病害虫

トマト（品種：サターン）の葉かぴ病および灰色かぴ病とした。

3）供試農薬および剤型（有効成分量）

TPNの水和剤（75%）とくん煙剤（28%），ピンクロゾリンの水和剤（50%）とくん煙

剤（30%）を散布した。

4）供試防除機

蒸散法はエポー1500-B，くん煙法はドクタースモーク TIW-1，燃焼法はプルスフォグ

K2G/Eおよび慣行法は丸山 MS-252動力噴霧機をそれぞれ使用した。

表28 各散布法における農薬散布時期・農薬名及び供試ハウス面積

散布法 7月1日 7月15日 7月25日 9月16日 供試ハウス面積

(m2) 

蒸散法 TPN 水和剤 ピンクロゾリン 水和剤 TPN 水和剤 ピンクロゾリン 水和剤 67m×6m二402

くん煙法 II 〈ん煙剤 くん煙剤 II 〈ん煙剤 ！！ くん煙剤 70m×6 m =420 

燃焼法 fl 水和剤 水和剤 fl 水和剤 ！！ 水和剤 74m×6m二444

慣行法 ！！ ！！ ！！ fl 64m×6 m =384 

表29 供試農薬の濃度及び散布量（10a当たり）

散布法
7月1日 7月15日 7月25日 9月16日

TPN ビロクロゾリン TPN ピンクロゾリン

蒸散法 300g (225 g) 150 g (75 g) 340 g (255 g) 300 g (150 g) 

くん煙法 750 g (210 g) 375 g (113 g) 750 g (210 g) 375 g (113 g) 

燃焼法 24倍液6Q (188 g) 30倍液6Q (100 g) 18倍液6Q (255 g) 20倍液6Q (150 g) 

慣行法 600倍液150Q (188 g) 1,000倍液200Q (100 g) 600倍液200Q (255 g) 1,000倍液300Q (150 g) 

注）（ ）内は有効成分量
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5）農薬散布時期および供試ハウス

散布時期とハウス面積は表28のとおりである。供試ハウスは試験 Iと同様，いずれも間

口6mのビニールハウスを用いた。

6）供試農薬の濃度および散布量

供試農薬の濃度，散布量は表29に示した。燃焼法はタマジェットを300m.e加用した。

7）防除機， トマト葉の採取，農薬付着量調査用のスライドグラス設置位置および病害

虫防除効果調査位置

それぞれ図11に示すとおりとした。

8）残留分析用試料採取方法

TPN，ピンクロゾリンとも薬剤散布1日， 3日， 7日および14日後にハウス全体から無

作為にトマト果実を採取し分析に供した。

9）残留分析法

TPNは，試験 Iと同様とした。ピンクロゾリンは，均質化試料を強アルカリ中で水蒸気

蒸留してジクロロアニリンに変換した後，ジクロロメタン転溶し，ガスクロマトグラフで

定量した。ピンクロゾリンの回収率はO.Olppm添加で＂107.6%であった。

10）ガスクロマトグラフィ一条件

TPN，ピンクロゾリンとも試験Iの TPNに準じた。

(2) 農薬付着量鯛査

各散布法による農薬のトマト葉全体と単位面積当たりの付着量を調査した。さらに葉の

蒸散法

＠ ⑧ ⑦11←65.伽＜DD I I I I I I 11 11 ｜｜③｜｜ 11←59.伽（皿）

＠ ⑤ ←45. Om<Ill 

一｜｜
←←：：：＜Ill ③ 

申：11⑦｜｜一｜｜｜｜②I I I l←山＜Ill
② ←25.伽<I）⑥⑤④←21.伽＜II〕
官 ←23. 3m 
A ←7. Om 

←5. Om<Il I I⑫｜｜⑪ ⑩B ←5.伽＜IVl 11~1 I②｜｜①II←5.伽<IlI I I I①I I 11←5.伽<I)

くん煙法

図11 防除機設置， トマト葉採取及びスライドグラス設置位置
＋ーは防除機設置位置と吹込み方向，①～⑫はトマト
葉採取及ぴスライドグラス設置位置を示す。

A: 7月1日トマトの草冠部に設置， B:7月15日，
25日地上に設置。
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表・裏への付着状況をシリコングリスを塗布したスライドグラスを用いて調査した。

1 ）調査農薬および調査時期

TPNとピンクロゾリンとし，農薬散布日（ 7月1日と15日および25日）の 1日後に調査

した。

2）付着量調査方法

図11に示す 1, n, m・および町の位置で試験Iの方法によりトマト葉およびスライドグ

ラス表・裏への農薬の付着量調査を行った。単位面積当たりの農薬の付着量は直径lOmmの

コルクボーラを用いて，採取したトマト複葉を打ち抜き， ηーヘキサンで洗浄後定容とし，

yゲスクロマトグラフで分析し付着有効成分量を求めた。

(3) 農薬の気中濃度胴査

試験Iの方法に準じて行った。ただし，採集時期，調査農薬は次のとおりとした。

1 ）採集時期

蒸散法， くん煙法および燃焼法はハウス開放前とその 1時間後，慣行法は散布中， 1時

間， 3時間および5時間後とした。

2）調査農薬および分析定量方法

TPNとピンクロゾリンについて，エアーサンプラーに着装した鴻紙をアセトンで抽出後，

試験Iのか、スクロマトグラフィ一条件で分析し有効成分量を求めた。

(4) 防除効果関査

1 ）調査時期

葉かび病は 8月19日に擢病小葉率の調査を行った。灰色かび病は 8月19日に発病株率を，

9月16日と26日に擢病小葉率の調査を行った。

2）調査方法

葉かぴ病は，図11に示す I' E，置の各畝1か所当たり 5株について，最上位展開葉か

ら数えて第10位葉から第14葉までの全小葉の発病葉率を求めた。灰色かぴ病は， 8月19日

に葉かぴ病の調査と同じ株について，発病の有無を，また， 9月16日と 9月26日には，展

開葉から第10位葉までの擢病小葉率を求めた。なお，散布前後の調査株は同ーとした。

試験E 常温煙霧法およびドリフトレス散布法による防除試験

( 1) 農薬残留量調査

1 ）試験場所

広島県賀茂郡黒瀬町上保田の農家ビニールハウスで1989年に試験した。

2）対象作物および対象病害虫
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キュウリ（品種：シャーフ。ワン）灰色かび病とした。

3）農薬散布時期および供試ハウス

ドリフトレス散布法は 4月9日に，常温煙霧法は 5月7日に散布した。なお，慣行散布

法（慣行法）もそれぞれの対照区として同日に散布した。供試ハウス面積はドリフトレス

散布法，常温煙霧法，慣行法とも300m2（間口lOm×奥行30m）であった。

4）供試農薬の濃度および散布量

表30 供試農薬の濃度及び散布量（10a当たり）

散布法 散布月日 農薬名 濃度および散布量

ドリフトレス散布法 4月9日 イフ。ロジオン 1,000倍液 300Q (150 g) 

’慣 行 法 " " " 
常温煙霧法 5月7日 フ。ロシミドン 50倍液 15Q (150 g) 

’慣 行 法 " " 1,000倍液 300Q (150 g) 

⑤ ＠ ←25m (ill) ⑤ ＠ ←25m （目）

③ ④ ←15m (]I) ③ ④ ←15m (Il) 

① ② ←5m (I) ① ② ←5m (I) 

官

常温煙霧法 ドリフトレス散布法・慣行法

図12 常温煙霧機設置位置，農薬付着量及ぴ防除効果調査位置

＋ーは常温煙霧機設置位置と噴霧方向，①～⑥は農薬

付着量，防除効果調査位置を示す。

供試農薬はイプロジオン水和剤（50%）とプロシミドン水和剤（50%）とし，散布濃度

と散布量は表30に示した。

5）供試防除機

常温煙霧法は丸山製作所製LVE3501フレッシュハウサーで散布した。ドリフトレス散布

法はヤマホキリナシスズラン噴孔2頭口を，慣行法はスズラン噴孔5頭口を用い，それぞ

れ丸山製作所製 MS-055E動力噴霧機で散布した。
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6）常温煙霧機の設置位置，農薬付着量および防除効果調査位置

それぞれ図12に示した。

7）残留分析用試料採取方法

薬剤散布 1日後にハウス全体から無作為にキュウリ草丈の上位果と下位果に分けて採取

し，別々に分析に供した。

8）残留分析法

イプロジオンはアセトン抽出，ジクロロメタンに転溶後，アセトニトリルと n－ヘキサン

の液－液分配を行い，アセトニトリル層を濃縮した。濃縮液をフロリジルカラムに移し，先

ずエチルエーテル.n－ヘキサン混液（1: 1) lOOmtを流下させてこれを捨て，アセトン・n-

ヘキサン混液（15: 85) lOOmtで、溶出させた。溶出液を濃縮乾国後，アセトンで定容として

カ、、スクロマトグラフで定量した。回収率は0.Qlppm添加で、87.2%であった。プロシミドンは

アセトン抽出し， ηーヘキサン転溶後， n－ヘキサン層を濃縮した。濃縮液をフロリジルカラ

ムに流し入れ，エチルエーテル.n－ヘキサン混液（5: 95) lOOmtを流下させてこれを捨て

た。次いで同混液（15: 85) lOOmtで溶出させた。溶出液を濃縮乾国後， ηーヘキサンで定容

とし，方、スクロマトグラフで定量した。回収率は0.005ppm添加で、85.0%であった。

9）方、スクロマトグラフィ一条件

イプロジオン：島津製作所製FTD付GC-15A型を用いた。カラムは内径3mm，長さ1.5

mのか、ラス製，カラム充填剤は 5% DC-200／クロモゾルブ W,HP, 80～100メッシュと

した。温度は試料気化室260，カラムオーブン220，検出器250℃とし，庁、ス流量はキャリヤ

一方、ス（He)50, H2 3，空気 170mt/minとした。

プロシミドン：カラム充填剤を1.5%OV-17+1.95% QF-1 IクロモゾルブW,AW, 

80～100メッシュとし，カラムオーブン温度を200℃とした以外は，イプロジオンの場合と

同様とした。

(2) 農薬付着量鯛査

散布法別の農薬のキュウリ葉の表・裏への付着量と付着状況を知るために，東洋j慮紙

No.85SAを図12に示した位置のキュウリ葉の表面と裏面に固定し，薬剤散布1日後に回収し

て付着量を調査した。

1 ）調査農薬

イプロジオン水和剤（50%）およびプロシミドン水和剤（50%）とした。

2）調査時期

イプロジオンは 4月10日に，プロシミドンは 5月8日に調査した。

- 57 -



3）調査方法

キュウリ果実の場合に準じてアセトン抽出後，前記(1）の 9）のガスクロマトグラフィ一条

件で有効成分量を定量した。回収率はイプロジオンは0.8ppm添加で•＇108.0%，プロシミドン

は0.2ppm添加で80.0%であった。

(3) 防除効果鯛査

1)調査時期

ドリフトレス散布法は散布前の4月9日と散布7日後の4月16日に，常温煙霧法では散

布前の 5月7日と散布7日後の5月14日に調査した。

2）調査方法

図12に示すハウスの戸口（ I ），中央（Il ），奥（m）の位置別の3か所で株の上位4節につ

いて 1か所当たり10株について擢病花率，躍病果率および発病株率を調査した。

2 .結果

(1) FD法，燃焼法および常温煙霧法の散布特性と防除効果

FD法は，特別に製剤化きれた平均粒径5μm以下，見掛け比重0.1以下の著しく軽い微

粒子粉剤を用い，一般粉剤散布に使用される背負式動力散粉機でハウス外から吹込み，病

害虫を防除する省力防除法である 133）。燃焼法は，液剤の極少量をパルスジェトエンジンの

排気力、スを利用し，薬液を瞬時に微粒子化して排気ガスの気流によってハウス内に拡散さ

せ病害虫を防除する散布法である 86）。また，常温煙霧法も少量の薬液をコンプレッサーから

の圧縮空気を利用して常温で煙霧化きせ，ファンによってハウス内に拡散させる散布法で

ある 86）。これらの防除法はいずれもハウスの外から省力的かっ短時間で，しかも散布作業者

が散布薬液に直接被曝することなく作業を行うことができる利点がある。しかし，これら

の方法は噴口位置から遠ぎかるにつれて農薬の拡散量が少なくなるといわれている。その

ため，ここでは収穫物の農薬残留量，葉部への農薬付着および気中濃度等に及ぼすこれら

省力防除法の散布特性と防除効果について検討した問。

1 ）農薬の果実残留量

散布法別のトマト果実における農薬残留量を表31に示した。

TPNのFD法，燃焼法および常温煙霧法での残留量は慣行法に比べて著しく少なかった。

即ち， 1日後の残留量は， FD法では慣行法の概ね1/2～1/10，燃焼法，常温煙霧法では1/

5～1/20であった。 3日目以降も同様な傾向で残留量は全体的に減少した。チオファネート

メチルの残留量は，散布13日後から調査した。FD法の残留量は慣行法よりやや多かったが，
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表31 散布法別のトマト果実における農薬残留量（ppm)

採取 TPN DMTP千オファネートメチル TPN DMTPチオ77ネートメチル TPN DMTPチオファネートメチル
散布法 一一一

位置 1日後 13日後 3日後 15日後 7日後 19日後

0.243 0.020 

F D 法 II 0.144 0.006 

III 0. 037 く0.002

0.089 く0.002

燃焼法 II 0 .034 く0.002

III 0. 023 く0.002

0.18 0.071 0.005 0.08 0.036 く0.002 0.08 

0.10 0.034 く0.002 0.03 0.023 く0.002 0. 02 

常温煙霧法 II 0 .030 0.005 0.08 0.029 く0.002 0.02 0.021 く0.002 く0.01

III 

0.045 0.136 

慣行法 II 0.558 0.093 0.14 0.550 0.023 0.06 0.412 0.031 0.08 

III 0.617 0.152 

燃焼法と常温煙霧法では慣行法の70%以下の残留量であった。しかし， 19日後には常温煙

霧法では検出限界以下となった。 DMTPの残留量も散布13日後から調査した。 FD法では

慣行法の概ね1/5以下の残留量，燃焼法と常温煙霧法では検出限界以下であった。

次に， FD法と燃焼法については防除機の設置場所からの距離別に，図10に示した位置か

らトマト果実を採取して，散布法別の残留量を比較した。 FD法では，吹込み位置から離れ

ると著しく残留量が少なくなった。一方，燃焼法でも防除機から離れるに従って残留量は

少なくなったが， FD法ほど極端な差はみられなかった。

2）農薬の葉部付着量

防除機からの距離別にトマト葉を採取し，農薬付着量を調査した結果を表32に示した。

FD法における 7月5日散布の TPNでは，防除機に近い Iの位置に比べII' 皿の位置

での付着量は60%前後であった。 7月14日散布の DMTPと7月26日散布の TPNでは，

Eの位置でも Iの位置と殆ど変わらない付着量であったが， Eの位置では 7月5日と同様

に， Iの位置の約60%の付着量であった。

燃焼法てのも， FD法の場合と同様に TPN( 7月5日）と DMTP( 7月14日）の付着量

は，防除機から離れるに従って少なくなった。即ち， II, illの位置での付着量は， Iの位

Q
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表32 トマト葉への薬剤付着量とその変動係数（CV)

散布法
散布

農薬名
採取 平均付着量 同左cva> 草丈 葉数

月／日 位置 (μg/g) （%） (cm) （枚）

36.8 
7/ 5 TPN II 22.7 34.3 56.8 15.4 

III 20.4 

5.5 
F D法 7/14 DMTP II 5.8 38.5 91. 9 19.7 

III 3.2 

29.5 

7/26 TPN II 27.0 34.8 133.0 20.3 
III 17.3 

71.1 
7/ 5 TPN II 33.5 68.0 65.6 16.3 

III 16.4 

3.2 
燃焼法 7/14 DMTP II 1. 9 61.6 95.4 18.8 

III 1.2 

85.4 
7/26 TPN II 35.8 116.9 129.5 20.8 

III 4.9 

27.2 

7/ 5 TPN II 3.3 143.8 57.7 15.5 

常温煙 III 1.5 

霧法 8.0 
7/14 DMTP II 0.3 201.2 84.1 18.2 

III 0.0 

115.8 

7/ 5 TPN II 171.4 29.9 69.5 16.9 
III 97.9 

13.9 
慣行法 7/14 DMTP II 8.7 29.4 92.9 19.4 

III 8.5 

300.0 
7/26 TPN II 292.1 32.0 129.7 20.2 

III 157.8 

a>FD法，燃焼法および常温煙霧法では， 9か所，慣行法では 3か所の値
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置のそれぞれ50～60%と20～40%であった。しかし， 7月26日散布の TPNのII, 置の位

置での付着量は， Iの位置のそれぞれ41.9%と5.7%で， Eの位置の付着量が著しく少なか

った。

常温煙霧法てやは， TPN( 7月5日）と DMTP( 7月14日）とも防除機から離れた II,

Eの位置では Iの位置の概ね10%以下で，FD法，燃焼法よりもきらに付着量が少なかった。

表33 スライドグラス表・裏への薬剤付着量とその変動係数（CV)

散布 設置表側平均付着量 同左cva> 裏側平均付着量 同左CV 裏／表
散布法 農薬名
月日 位置いg/cm2) (%) （ぽ／cm2) (%) (%) 

7/ 5 TPN 

F D法 7/14DMTP 

7/26 TPN 

1

1
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これら防除法の平均付着量は，慣行法が最も多く，次いで燃焼法＞ FD法＞常温煙霧法

の）｜慎であった。

また，省力防除法によるハウス内での農薬拡散性をトマト葉への付着量の変動係数（以

下CV）でみた場合，慣行法では30%前後であるのに対して， FD法では34～39%で概ね慣

行法並の比較的均一な拡散がみられたが，燃焼法では62～117%，常温煙霧法では144～201

%で、拡散性が劣った。

次に， トマト葉の表・裏への付着量を知るためにスライドグラスを用いて調査を行い，

表33の結果をえた。

FD法，燃焼法，常温煙霧法における表側への付着量は，いずれも防除機に近い Iの位置

では，慣行法と同等かやや多くなったが，防除機から離れるにしたがって少なくなった。

常温煙霧法では Il, IIIの位置で著しく付着量が少なかった。 I, Il, IIIの位置における平

均付着量は，慣行法が最も多く，次いで燃焼法＞ FD法＞常温煙霧法の順となった。

裏側への付着量は， FD法，燃焼法，常温煙霧法とも防除機から離れるにしたがって少な

くなったが，表側ほど顕著で、なかった。 I, Il, IIIの位置の平均付着量は，慣行法が最も

多く，次いでFD法＞燃焼法＞常温煙霧法の順となった。トマトの草丈がl.3m，複葉が20

枚程度に生育した 7月26日散布の場合には， FD法，燃焼法および常温煙霧法では，慣行法

に比較して約1/2以下の付着量であった。

また，スライドグラス表側への農薬付着量の CVは， FD法は16～55%，燃焼法は31～89

%，常温煙霧法は145%で，慣行法の10～27%に比べて燃焼法と常温煙霧法の拡散性が劣っ

た。

3）農薬の気中濃度

表34 各散布法における気中濃度（昭／Q)

散布月日 F D 法燃焼法常温煙霧法 慣 行 法

（農薬名）開放前開放後開放前開放後開放前開放後散布中 1時間後 2時間後 3時間後 5時間後

7月5日
0.14 く0.04く0.04く0.04く0.04く0.04 0.21 く0.04 一＿a) く0.04 0.14 

(TPN) 

7月14日
3.95 0.43 0.64 0.17 0.47 0.18 0.23 0.44 0.61 0.24 

(DMTP) 

7月26日
0.16 く0.04 0.18く0.04 0.55 0.15 133.3 2.50 2.03 

(TPN) 

a）調査せず。
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FD法，燃焼法，常温煙霧法および慣行法で散布した時の農薬気中濃度を表34に示した。

TPNは， 7月5日の省力防除法では FD法のみハウス開放前に検出きれたが，慣行法

の散布中濃度の2/3の濃度であった。 7月26日の場合には， FD法，燃焼法，常温煙霧法と

もにハウス開放前に0.16～0.55ng/ .eの濃度範囲で検出きれたが，慣行法の散布中濃度133.3

ng/ .eに比較して著しく低かった。ハウス開放後の気中濃度は， 7月5日， 7月26日ともハ

ウス開放後1時間も経過すればFD法と燃焼法では検出きれなくなり，常温煙霧法てのも1/

3以下にまで濃度が低下した。

一方， DMTPのハウス開放前の気中濃度は，全ての省力防除法で慣行法の散布中と同等

ないし高めで， FD法では慣行法の10倍以上の濃度であった。しかし，ハウス開放後の気中

濃度は各省力防除法とも低下し，開放前の概ね1/4～1/10の濃度になった。

4）防除効果

省力防除法でTPNとチオファネートメチルを散布したときの葉かぴ病に対する防除効

果を防除機からの距離別に擢病小葉率で調査し，表35の結果をえた。

平均擢病小葉率でみると，FD法と燃焼法では慣行法と同等の防除効果がえられたが常温

煙霧法では劣った。しかし，燃焼法でも防除機から離れ，葉部への農薬付着量の少なかっ

表35 TPNおよびチオファネートメチル散布による葉位別の葉かぴ病防除効果（権病小葉率，%）

調査 葉 位
散布法

位置 7 8 9 10 11 平均

0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 

F D法 II 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 O.lOa 

III 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 

0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 

燃焼法 II 0.0 0.3 0.3 0.0 0.0 0.21a 

III 0.8 0.6 0.3 0.0 0.6 

1.2 1. 7 2.4 1. 7 2.6 
常温煙

II 8.9 18.6 34.1 37.6 30.9 24.37b 
霧法

III 28.9 37.8 62.2 61.3 35.7 

0.0 0.0 0.3 0.5 2.7 

慣行法 II 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.54a 

III 0.0 0.0 0.1 1.5 2.2 

注）同じ英文字を付記した数値聞には，夕、ンカンの多重検定による有意差（5 %）なし。
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表36 TPN散布による疫病防除効果

散布法
調査

発病度
擢病小葉率

位置 （%） 

25 38 

II 25 45 
F D 法

III 25 36 

平均 25.0c 39. 7 c 

11 17 

II 15 18 
燃焼法

III 12 17 

平均 12. 7b 17 .3b 

26 78 

II 25 66 
常温煙霧法

III 30 70 

平均 27 .Oc 71.3c 

3 11 

II 7 6 
慣行法

III 5 5 

平均 5.0a 7 .3a 

注）同じ英文字を付記した数値聞には，ダンカンの多重検定による有意

差（ 5 %）なし。

表37 ヒラズハナアザミウマによる白ぶくれ果率（%）

散布法
調査位置

II III 平均

F D 法 8.8 22.6 17.0 16.1 a 

燃焼法 8.4 4.8 13.9 9.0a 

常温煙霧法 4.4 6.1 19.4 10.0a 

慣行法 8.9 16.3 26.3 17 .2 a 

注 1) I, II, IIIの各位置での50株の 2' 3段果房に
ついて調査した。

注2）同じ英文字を付記した数値間には，ダンカンの

多重検定による有意差（ 5 %）なし。
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たEの位置では，擢病小葉率は高かった。

疫病に対して TPNを散布したときの防除効果が表36に示したように，燃焼法では慣行

法に近い効果があったが， FD法と常温煙霧法は劣った。

ヒラズハナアザミウマに対して DMTPを散布したときの防除効果は，白ぶくれ果の発

生の多少によって間接的に調査した。

その結果は表37に示したように， FD法，燃焼法および常温煙霧法とも慣行法と同等の防

除効果がえられた。また，調査位置別の白ぶくれ果発生率の変動は各散布法とも大きかっ

fこ。

(2) 蒸散法， くん煙法の散布特性と防除効果

蒸散法は，農薬を加熱水蒸気と接触させ煙霧化し，ボイラーからの水蒸気とともにハウ

ス内に吐出して拡散させる 132）。これに対して，〈ん煙法は農薬を電熱器で、加熱して煙化さ

せ，発生したくん煙を送風機を利用して強制的にハウス内に拡散きせる方法で、ある 132 し

かし，両方法とも，前述の FD法や燃焼法と同様に，ハウス内での農薬の拡散性やこれに

伴う防除効果などに問題があり，散布法の改善が望まれていた。ここでは慣行法や燃焼法

と比較しながらこれらの防除法の散布特性を明らかにし，その防除効果についても検討し

fこ22）。

1 ）農薬の果実残留量

トマト果実における TPNとピンクロゾリンの散布法別の残留量を表38に示した。

TPN残留量は，省力防除法ではいずれも慣行法に比較して少なかった。特に，蒸散法と

くん煙法で少なく， 14日後には慣行法より 2桁低い残留量であった。ピンクロゾリンの残

表38 散布法別のトマト果実における TPN及ぴピンクロゾリンの残留量（ppm)

T p N ピンクロゾリ ン
散布法

1日後 3日後 7日後 14日後 1日後 3日後 7日後 14日後

蒸 散法 0.105 0.041 0.023 0.007 0.054 0.013 0.012 0.008 

くん煙法 0.060 0.057 0.024 0.009 0.058 0.032 0.024 0.008 

燃焼法 0.107 0.227 0.110 0.049 0.105 0.040 0.018 0.012 

慣行法 0.487 0.966 0.836 0.647 1.00 0.430 0.311 0.054 

留量も， TPNの場合と同様に省力防除法では’慣行法に比較して少なかった。また，蒸散法

とくん煙法では殆ど同量の残留量であるのに対して，燃焼法では，これらの防除法に比べ

て若干多かった。
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表39 トマト葉への薬剤付着量とその変動係数（CV)

散布
採取 生葉重当たり 単位面積当たり

トマト草丈
散布法
月／日

農薬名 位置 平均付着量 同左cva) 平均付着量 同左CV (cm) 
(μg/g) （%） (μg／αrr) （%） 

36.1 1.62 

7I1 TPN II 40.0 30.1 1.62 24.5 68.3 

III 40.6 1.66 

10.4 0.49 

蒸散法 7/15 ピンクロゾリン II 7.0 39.9 0.34 38.2 110.4 

III 5.3 0.27 

115.3 3.45 

7 /25 TPN II 28.0 66.8 0.84 66.7 137.6 
III 43.3 1.30 

43.5 1.87 

7 /1 TPN 
II 30.5 81.2 1.38 80.8 64.5 

III 2.6 0.11 

IV 8.8 0.37 

21.8 1.04 

くん煙法 7 /15 ピンクロゾリン
II 0.5 105.3 0.02 104.5 104.4 
III 0.1 0.01 

IV 22.3 1.06 

58.2 1.74 

7 /25 TPN 
II 16.6 81.2 0.50 81.3 132.2 
III 0.8 0.02 

IV 48.6 1.45 

50.0 2.15 

7/1 TPN II 62.0 12.4 2.62 11.9 68.8 
III 50.7 2.14 

182.6 9.37 

慣行法 7/15 ピンクロゾリン II 72.9 47.8 3. 71 48.7 106.3 

III 101.5 5.10 

121.3 3.63 

7 /25 TPN II 95.7 33.6 2.87 33.6 136.0 
III 183.0 5.48 

a>cvは，蒸散法では 9か所， くん煙法では12か所，慣行法では 3か所の値

2）農薬の葉部付着量

本検討では，生葉重当たりの付着量の他に，念のため単位面積当たりの付着量について

も調査し，表39に示した結果をえた。

防除機からの距離別の生葉重当たりの付着量は，蒸散法の場合， 7月1日散布のTPNで
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表40 スライドグラス表・裏への薬剤付着量とその変動係数（CV)

散布法
散布
農薬名

設置 表側平均付着量 同左cva) 裏側平均付着量 同左CV 裏／表
月／日 位置 (μg/cm2) （%） (μg/cm2) （%） （%） 

4.4 0.02 

7/1 TPN II 4.8 10.3 0.01 91.8 0.3 
III 4.9 0.01 

0.4 0.16 
蒸散法 7/15 ピンクロゾリン II 0.5 24.5 0.21 23.8 4.3 

III 0.5 0.22 

4.5 0.02 

7 /25 TPN II 1.4 69.8 0.01 100 0.6 
III 1.8 0.01 

10.0 0.06 

7I1 TPN 
II 3.2 110.4 0.01 197.1 0.5 
III 0.5 く0.003
IV 1.4 く0.003

1.0 0.31 

くん煙法 7 /15 ピンクロゾリン
II 0.1 92.1 0.02 103.8 18.8 
III 0.1 0.01 
IV 0.9 0.13 

2.8 0.01 

7 /25 TPN 
II 0.6 86.3 0.01 0.0 3.1 
III 0.1 0.01 
IV 2.8 0.01 

10.1 0.02 
7I1 TPN II 4.9 41.5 0.03 62.2 0.5 

III 4.8 0.03 

1.5 0.08 
燃焼法 7/15 ピンクロゾリン 1.0 57.0 0.05 29.8 6.3 

III 0.7 0.06 

7.6 0.03 
7 /25 TPN II 4.9 52.1 0.02 92.3 0.4 

III 2.2 0.01 

8.3 0.97 
7I1 TPN II 18.4 37.1 2.41 54.5 10.5 

III 15.6 1.06 

1. 9 0.04 
慣行法 7/15 ピンクロゾリン II 2.1 5.7 0.04 0.0 2.0 

III 2.0 0.04 

6.5 2.48 
7 /25 TPN II 2.5 61.8 1.61 77. 7 37.5 

III 2.5 0.25 

a>cvは，蒸散法，燃焼法では 9か所， くん煙法では12か所，慣行法では 3か所の値
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は，蒸散器から離れた Iの位置で若干少なかったが概ね均一で、あった。

しかし， 7月15日散布のピンクロゾリンおよび7月25日散布の TPNは，逆に Iの位置

における付着量が蒸散器のすぐ近くのEの位置の2～2.5倍であった。

くん煙法では， 7月1日散布の TPNの付着量は， くん煙機から20m離れた Iの位置で

は多かったが，それよりも離れた皿の位置と， くん煙機の後方の町の位置での付着量は著

しく少なく， Iの位置の付着量のそれぞれ6%と20%であった。 7月15日散布のピンクロ

ゾリンおよび7月25日の TPNの付着量もくん煙機に近い町と Iの位置では多いが， くん

煙機から離れた Il, IIIの位置では極端に付着量が少なかった。

一方，慣行法では，調査位置により多少の付着量の変動はあるものの，蒸散法ゃくん煙

法より多かった。

また，防除機からの距離別の単位面積当たりの付着量は，いずれの散布法でも生葉重当

たりの結果と全く同様の傾向がみられた。

スライドグラスへの付着量は表40に示した。表側付着量は，省力防除法では，燃焼法の

7月25日散布の TPNの場合を別にして，いずれも慣行法よりも少なかった。しかし，省

力防除法の中では燃焼法の付着量が最も多かった。くん煙法の場合，全体的に付着量が少

なく，くん煙機から離れた位置での付着量が著しく少なかった。同様に裏側への付着量も，

省力防除法では，一様に慣行法に比較して少なかった。

表41 各散布法における気中濃度（ng/Q) 

散布月日 蒸散法 くん煙法 燃焼法 ’慣 行 法

（農薬名） 開放前開放後開放前開放後開放前開放後散布中 1時間後 3時間後 5時間後

7月1日
3.09 0.45 1.93 0.95 0.68 0.26 61.8 6.82 7.27 一＿a)

(TPN) 

7月15日
（ピンクロゾリン） 0.05 く0.04 0.09 0.04 0.07 0.05 2.08 0.04 0.18 0.09 

7月25日
0.51 0.09 0.36 0.17 1.24 0.36 223.0 1.12 0.63 3.64 

(TPN) 

a）調査せず。

3）農薬の気中濃度

蒸散法， くん煙法，燃焼法および慣行法で散布したときの農薬の気中濃度を表41に示し

た。

TPNの気中濃度は， 7月1日散布の省力防除法の場合にはハウス開放前が0.68～3.09ng/ 
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4の範囲で，蒸散法， くん煙法，燃焼法の順に高かったが，ハウス開放1時間後には各散

布法とも約1/2～1/7の濃度まで低下した。これに対して慣行法では散布中が61.Sng/Q，散

布 1時間後でも6.82ng/ Qと高かった。 7月25日散布の場合も，省力防除法ではハウス開放

前の濃度は0.36～1.24ng/ Qの範囲であったが，ハウス開放後には約1/2～1/5の濃度まで低

下した。一方，慣行法では散布中は223.Ong/ Qの濃度であったが，散布1～5時間後には概ね

1/100の濃度までに低下した。それでも，省力防除法の濃度に比較すれば著しく高かった。

ピンクロゾリンの気中濃度は，各省力防除法ともハウス開放前は TPNの場合に比べて

低く， 0.05～0.09ng/ Qの濃度範囲であった。ハウス開放後は蒸散法では検出きれなくなっ

たが， くん煙法と燃焼法では殆ど濃度の低下がみられなかった。慣行法でも TPNの濃度

に比べて著しく低く，散布中で2.08ng/ Q，散布1～5時間後で0.04～0.18ng/ Qの濃度範囲で

あったが，省力防除法の濃度よりも高かった。

4）防除効果

省力防除法で TPNを散布したときの葉かぴ病に対する防除効果は，表42に示したよう

表42 TPN散布による葉位別の葉かび病羅病小葉率（%）

調査 葉 位
散布法

位置 10 11 12 13 14 平均

0.0 0.0 3.5 2.3 7.6 

蒸散法 II 0.7 0.4 0.7 3.8 2.7 1.9 a 

III 0.0 0.7 0.7 2.0 3.2 

0.0 0.0 0.9 2.2 2.9 

II 0.0 0.0 1.2 3.3 2.9 
くん煙法 1. 9 a 

III 0.0 0.7 1. 9 4.5 12.2 

IV 0.0 0.0 0.6 1.0 2.2 

0.0 0.0 0.7 1.8 4.4 

燃焼法 II 0.0 0.0 1.0 1.1 3.0 1.2 a 

III 0.4 0.6 0.0 1.4 3.6 

1.1 1.4 5.9 12.6 11.5 

慣行法 II 0.3 0.3 4.9 7.7 8.3 4.1 a 

III 0.0 0.0 0.3 3.1 3.9 

注）同じ英文字を付記した数値間には，ダンカンの多重検定による有意差（ 5 %）なし。
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表43 TPN，ピンクロゾリン散布による灰色かぴ病防除効果

調査 発病株率 擢病小葉率（%）
散布法

イ立 置 （%） 散布前 散布後

0.0 4.7 15.9 

II 0.0 8.5 36.6 
蒸散法

III 20.0 4.7 40.5 

平均 6. 7a 6.0b 31.0c 

20.0 6.1 28.8 

II 53.3 4.6 41.1 

くん煙法 III 66.7 3.1 31. 7 

IV 20.0 4.5 18.3 

平均 40.0b 4.6ab 40.0c 

0.0 1. 9 3.4 

II 0.0 4.1 6.9 
燃焼法

III 0.0 4.6 17.5 

平均 O.Oa 3.5ab 9.3ab 

6.7 1. 7 4.4 

II 0.0 2.2 8.5 
慣行法

III 6.7 2.9 9.0 

平均 4.5a 2.3a 7.3ab 

注）同じ英文字を付記した数値聞には，ダンカンの多重検定による有意差（ 5 %）なし。

に平均擢病小葉率では各散布法問に有意な差はみられず，慣行法と同等の防除効果がえら

れた。しかし，防除機から離れた蒸散法のIの位置とくん煙法のEの位置では擢病小葉率

が高かった。

灰色かび病に対して TPNとピンクロゾリンを散布したときの防除効果は，表43に示し

たように， くん煙法では，平均発病株率と擢病小葉率が高かった。防除機から離れた Eと

皿の位置での発病株率が高く，防除効果は著しく劣った。

蒸散法では，平均発病株率は慣行法と同等の効果がえられたが，擢病小葉率が高く慣行

法より劣った。燃焼法では発病株率，擢病小葉率とも低く慣行法と同等の効果が認められ

た。しかし，防除機から離れたEの位置では催病小葉率が高かった。

(3) 常温煙霧法およびドリフトレス散布法の散布特性と防除効果
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常温煙霧法については，既にトマトを対象として検討を行い，ハウス内での農薬の拡散

性やトマト葉への付着量が少なく，防除効果も劣ることを明らかにした。しかし，この試

験に用いた常温煙霧機は送風臓のない試作機であったので完成機を用いて再検討すべき点

が残った。常温煙霧法は農薬煙霧化が常温で行われるため加熱による農薬分解の恐れがな

く，適用できる農薬の範囲が広い。したがって，今後ハウスでの省力防除法の中心となる

ことが期待きれた。そこで，本試験では，大型送風装置の装備された市販の常温煙霧機を

使用し，対象作物も葉の大きいキュウリを用いて，本法の導入に当たっての問題点を検討

した。

また，施設栽培での液剤多量散布は，前述のとおり露地栽培に比較して散布作業者の農

薬被曝量が多く安全性の面から好ましくなかった。しかし，薬液の漂流飛散性を少なくし

たドリフトレス散布法によって改善されることが明らかになったので，これによって散布

することにした。

両法による農薬の果実残留性，葉部付着性および防除効果について検討し，慣行法と比

較した。

表44 散布法別のキュウリ果実における農薬残留量（ppm)

散布法 農薬名 試料採取部位 残留量

上位果 1. 78 
ドリフトレス散布法 イフ。ロジオン

下位果 2.12 

上位果 1.12 
’慣 fr 法 イフ。ロジオン

下位果 1.02 

上位果 0.016 
常温煙霧法 フ。ロシミドン

下位果 0.024 

上位果 0.208 
’慣 fr 法 フ。ロシミドン

下位果 0.182 

1 ）農薬の果実残留量

ドリフトレス散布法でイプロジオンを散布したときと，常温煙霧法でプロシミドンを散

布したときの，キュウリ果実における残留量を表44に示した。

ドリフトレス散布法によるイプロジオンの残留量は，慣行法に比べ若干多かった。一方，

常温煙霧法によるプロシミドンの残留量は，慣行法の概ね1/10であった。また，キュウリ
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表45 ハウス内の位置別キュウリ葉への農薬付着量とその変動係数（CV)

葉表（A)

位置別付着量（ほ／cm2)

散 布 法 農 薬 名
同左CV B/A 

葉裏（B)
II III 

平均 （%） （%） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

ド1)7トレス散布法 イプロジオン
A 3. 53 8. 20 1. 84 4. 31 6 .17 1. 77 4. 30 58.6 2.8 
B 0.13 0.14 0.06 0.32 0.05 0.01 0.12 93.4 

’慣 行 法 イプロジオン
A 7. 56 1. 86 5. 41 1. 36 0. 38 3 .16 3. 29 82.8 7.9 
B 0.76 0.16 0.11 0.16 0.13 0.24 0.26 95.7 

常温煙霧法 プロシミドン
A 1.32 2.23 1.15 0.47 0.04 0.01 0.87 99.1 41.4 
B 0.29 1.31 0.33 0.16 0.03 0.02 0.36 35.8 

’慣 行 法 プロシミドン
A 12. 9 19. 2 17. 5 18. 8 28. 6 24. 3 20. 2 24.8 8.5 
B 0. 73 0. 25 4. 25 2. 90 1. 89 0. 27 1. 72 94.2 

果実の採取位置別の上位果，下位果における残留量は， ドリフトレス散布法，常温煙霧法

および慣行法の間で一定の傾向はみられず，上位果，下位果ともほぼ同等の残留量であっ

た。

2 ）農薬の葉部付着量

ハウス内の位置別のキュウリ葉への農薬付着量は表45のとおりであった。

ドリフトレス散布法でイプロジオンを散布した時の葉表への平均付着量は4.30μg/cm2で，

慣行法の3.29μg/cm2に比べてやや多く， CVも小さくより均一で、あった。しかし，葉裏への

平均付着量は0.12μg/cm2て、あり，慣行法の0.26μg/cm2に比較して少なかった。葉表の付着量に

対する葉裏への付着割合も，ドリフトレス散布法では 3%以下で，慣行法の7.9%に比較し

て少なかった。

常温煙霧法でプロシミドンを散布したときの葉表への平均付着量は，煙霧機に近い Iの

位置では1.78μg/cm2で、あったが， II , IIIの位置ではそれぞれ0.8lμg/cm九0.02μg/cm2で、あり煙

霧機から離れる程著しく付着量が少なくなった。これに対して，慣行法では20.2μg/cm2とは

るかに付着量が多かった。

葉裏の場合も葉表と同様の傾向がみられ，常温煙霧法では煙霧機から離れるほど付着量

は少なくなった。慣行法の平均付着量が1.72μg/cm2で、あるのに対して，常温煙霧法のそれは

0. 36μg/cm2で慣行法の1/5程度の付着量で、あった。しかし，葉表の農薬付着量に対する葉裏の

付着割合は41.4%と高かった。

3）防除効果

キュウリ灰色かぴ病に対する防除効果を表46に示した。
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表46 散布法の違いとハウス位置別の灰色かぴ防除効果

ドリフトレス散布法 慣 行 法 常温煙霧法 ’慣 行 法
調査項目 調査位置

散布前 散布後 散布前 散布後 散布前 散布後 散布前 散布後

27.5 10.0 12.5 17.5 57.5 27.5 30.0 2.5 

権病花率 II 17.5 5.0 27.5 27.5 40.0 52.5 20.0 5.0 

（%） III 22.5 12.5 30.0 37.5 10.0 32.5 35.0 0.0 

平均 22.5 9.2 23.3 27.5 35.8 37.5 28.3 2.5 

10.0 0.0 15.0 12.5 20.0 12.5 17.5 2.5 

擢病果率 II 0.0 7.5 22.5 25.0 27.5 35.0 12.5 12.5 

（%） III 5.0 7.5 27.5 22.5 20.0 7.5 27.5 5.0 

平均 5.0 3.3 21. 7 20.0 22.5 18.3 19.2 6.7 

70.0 30.0 50.0 50.0 100 80.0 70.0 20.0 

発病株率 II 40.0 20.0 80.0 70.0 90.0 100 50.0 60.0 

（%） III 50.0 40.0 80.0 80.0 70.0 70.0 60.0 20.0 

平均 53.3 30.0 70.0 66.2 86.7 83.3 60.0 33.3 

ドリフトレス散布法では，権病花率，擢病果率，発病株率とも慣行法と同等ないし優る

効果がみられた。

一方，常温煙霧法では，擢病果率と発病株率は平均値でみれば薬剤散布によってやや抑

えられたが，擢病花率は薬剤散布後も増加がみられ，慣行法に比較して著しく効果が劣っ

た。調査位置別でみた場合には，ハウス入口の噴霧位置に近く農薬付着量が比較的多かっ

たIの位置では，擢病花率，擢病果率は薬剤散布前の約1/2までに抑えられたものの，付着

量が少なかった E，皿の位置では全く防除効果はみられなかった。

3 .考察

( 1) 省力防除法と農薬残留の関係

一般に施設栽培では，降雨・風などの気象要因による影響が少ないため，散布農薬の作

物残留性が問題となる。そのため，農薬残留量が少なく，しかも防除効果の高い防除法の

開発が望まれていた。本検討では，先ず，施設栽培の省力防除法として普及している FD法，

蒸散法， くん煙法，燃焼法および常温煙霧法によって薬剤散布したときのトマトおよびキ

ュウリ果実における農薬残留量を，慣行法である液剤多量散布の場合と比較した。農薬の

投下有効成分量は，散布法によっては慣行法より少ない場合もあったが，これを考慮、して
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もこれら省力防除法で散布したときの TPN,DMTPおよびピンクロゾリンの残留量は慣

行法に比較して少なかった。他にも足立ら2）は常温煙霧法（DMTP）で，藤本ら 12）はくん

煙法（TPN）で，山本ら川）はくん煙法と FD法（TPN）で慣行法よりも残留量は少なか

ったと報告している。したがって，一般的に省力防除法では慣行法に比較して残留量が少

ないことは確かと思われる。しかし，チオファネートメチルの場合， FD法では慣行法と同

等の残留量が認められ，省力防除法の中では残留量が多かった。足立ら2）が， DMTPのFD

剤をトマトに散布したときの残留量は，常温煙霧法や慣行法で散布したときに比較して多

く，この原因として， FD剤は粒子落下速度が遅いため気中に長く浮遊し，果実付着量が多

くなるとしている。本検討の場合，チオフアートメチルの FD剤の特性に起因するものか，

あるいは化合物の物理化学性に基づくものか，その原因は明確で、ない。一方，イプロジオ

ンのドリフトレス散布法の場合の残留量は，慣行法に比べると若干多い傾向がみられた。

これは本散布法が慣行法より薬液の飛散が少ないだけ付着量が多くなって，残留量が増加

したと考えられる。

省力防除法での残留量が少ない原因は，慣行法の場合は意図的に作物に集中して散布す

るのに対して，省力防除法は施設内全体への拡散となるためと思われる。さらに，散布薬

剤粒子の大きさや，薬剤の物理化学的特性も関係していると思われる。いずれにしても，

省力防除法は，農薬残留の面からみた場合には，より安全な防除手段であるといえる。

(2) 省力防除法と作物体への農薬付着の関係

施設内での散布農薬の作物体付着性と均一拡散性は，病害虫防除効果を高めるうえで重

要である。本検討では， トマト葉への農薬付着性をみるため（試験 I, II），シリコングリ

スを塗布したスライドグラスを用いた。この方法で得られた値は，実際のトマト葉への付

着量と大差ないと判断できた（表39,40）。また，キュウリ葉の場合（試験III）は， j慮紙を

葉面に固定して付着量を求めた。検討の結果から， ドリフトレス散布法での付着量は，慣

行法と同等と考えてよいと判断された。しかし， FD法，燃焼法，くん煙法および常温煙霧

法の省力防除法では， トマト葉あるいはキュウリ葉への農薬付着量は慣行法に比較して著

しく少なしまた防除機から離れるほど付着量は少なくなった。

以上から，これら省力防除法では薬剤の施設内拡散性が不足することが明らかになった。

特に，常温煙霧法（試験 I）で拡散性が劣ったのは，投下有効成分量が他の散布法に比較

して1/3～1/4と少ないことと，供試常温煙霧機が試作機で噴霧薬液を拡散させる送風装置

が装備されていなかったことが原因であると考えられた。そこで，キュウリを対象に（試

験III），送風機能を備えた常温煙霧機を用いて検討を行ったが，それで、も煙霧機から15～25
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m離れた所では付着量が少なかった。金子ら叫）は，作物の栽培されていないモデル試験で

も常温煙霧法は拡散性が悪かったと報告している。以上の結果から間口 6～lOmのハウス

では，病害虫防除に必要な薬量の拡散距離は，後述の防除効果と総合的に推定して概ねFD

法，燃焼法，常温煙霧法およびくん煙法で、は20m，蒸散法で、は30mと考えられる。したが

って，省力防除法によってハウスの長辺が30m以上のハウスで防除を行っ場合には，少な

くともハウスの両側 2か所からの散布とするなど，散布方法の改善が必要で、ある。

次に，トマトの生育時期と農薬の葉面付着量の関係についてみてみると， FD法と燃焼法

における TPNの付着量を投下有効成分量に対する割合でみたとき，生育後期では少なく

なった（表32）。他にも蒸散法でトマトの生育が進み葉面積指数が大きくなると葉面付着量

は少なくなったという報告側もあり，これら省力防除法では生育後期の植物体が繁茂した

状態では防除に必要な農薬付着量の確保が難しくなることが伺える。また，効果的な病害

虫防除を行うためには，葉裏にもできるだけ多くの薬剤付着が必要でmある。これを判断す

る方法として，葉の表側の薬剤付着量に対する裏側の付着量割合がよい指標になる。本検

討におけるこの割合は，試験 I,IIでは FD法2～8%，燃焼法0.4～8%，常温煙霧法0.3%,

蒸散法0.3～4%, くん煙法0.5～19%，慣行法1～38%であった。試験Eではドリフトレス

散布法2.8%，常温煙霧法41%，慣行法8%となり，いずれの防除法も変動幅が大きかった。

また，省力防除法聞の違いも判然としなかった。しかし，これらの付着割合は既に広く普

及しているサーチ式くん煙器での結果84）や，モデル試験における FD法， くん煙法および

燃焼法の報告110）と概ね一致しており，下限値からみて省力防除法は慣行法より葉裏付着性

は劣ると思われた。今後，作物の生育後期でも付着量が多く，しかも葉裏への付着が多く

なるような防除機の開発や防除法の改善に関する研究が望まれる。

(3) 省力防除法と農薬気中濃度

農薬の散布作業において最も危険性の高いのは薬液の吸入である。そのため薬液に直接

被曝しない省力防除法は，安全な防除技術として農業生産現場で期待されていた。しかし，

省力防除法で散布したときの農薬気中濃度の比較検討を行った例は若干あるが2,110,1州，いず

れもモデル試験の結果であり実際場面に適用するには問題があった。

省力防除法による農薬散布は，作業者の安全性，作物への薬害，さらに散布薬剤の拡散

性1同等を考慮、して，栽培管理作業が終わりハウス内温度が下がり始める夕方に行われる。

また，散布中あるいは散布終了後はハウスを密閉し，翌朝再び管理作業を行うまでそのま

まの状態にしておくのが一般的である。本検討では，実態に合わせて省力防除法について

は散布直後の気中濃度は測定せず，翌朝のハウス開放前と開放後の測定とした。
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慣行法散布における散布中濃度範囲は， TPN0.21～223.0, DMTP 0.23，ピンクロゾ

リン 2.08ng／εであり，散布3～5時間後には DMTP以外では濃度低下がみられ，TPNはく

0.04～7.27，ピンクロゾリンは0.09～0.18ng/ Qとなった。これに対して，省力防除法にお

けるハウス開放前の気中濃度範囲は， TPNはく0.04～3.09,DMTPは0.47～3.95，ピン

クロゾリンは0.05～0.09ng／εであった。これらの濃度は DMTP以外は概ね慣行法の散布

3～5時間後の濃度と等しく，開放後1時間も経過すればさらに濃度は低下し，開放前の1/

2～1/3となった。これはハウスの開放による外部空気の流入が原因と思われる。 DDVPほ

か数種の農薬については，気中濃度の安全性の目安として一定の基準が設定きれている山）。

米村ら 1聞は， DDVPをくん煙したとき許容基準値1mg／ε以下になるのはくん煙後2時間

以降であるとしている。 TPN,DMTPおよびピンクロゾリンについては基準値が未設定

であるので上記の値から安全性についての明確な結論は出せないが，散布作業者がハウス

内に入らない省力防除法は，散布中の気中農薬濃度の高い慣行法に比較し，より安全性の

高い防除法といえる。しかし， DMTPを省力防除法で散布した場合，ハウス開放前の濃度

は，慣行法の散布中～ 2時間後までの濃度よりも高くなっていた。ハウス開放前の気中濃

度には有効成分の蒸気圧の影響が大きいと思われるが，本検討の限りでは一定の関係がみ

られなかった。

省力限除法聞の気中濃度の違いは判然としなかったが，強いていえばFD法で他の防除

法よりも気中濃度が高い傾向がみられた。この原因は FD剤の極めて軽い微粒子という製

剤特性に起因するものと思われる。

(4) 省力防除法と防除効果

トマト葉かぴ病を対象に， TPNとチオファネートメチルを FD法，燃焼法および常温

煙霧法で散布し防除効果をみた（試験 I)。FD法と燃焼法で，慣行法と同等の防除効果が

えられた。ただし，燃焼法では防除機から離れた位置（Ill）では擢病小葉率が高く，薬剤

付着量の不足が原因と思われた。常温煙霧法では煙霧機の近くでは若干発病抑制がみられ

たが，全体的に明らかに防除効果が劣った。これは，投下有効成分量が他防除法に比較し

て少ないことや，この試験に使用した常温煙霧機に噴霧薬液を拡散させる送風装置がなか

ったために散布むらが生じ煙霧機から離れた位置では薬量不足となったことが原因と思

われた。また，蒸散法， くん煙法および燃焼法についても検討した（試験Il）。供試薬剤は

TPNで，投下有効成分量は各散布法ともほぼ向量であった。防除効果は，各散布法問で統

計的に有意な差は認められず，慣行法と同等の防除効果があると判断された。しかし，こ

の場合も防除機から離れた位置では擢病小葉率が高く，薬剤付着量不足のためと思われた。
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また，この試験では，慣行法でも若干効果が劣った（表42）が，これは慣行法では多量の

水を散布するため岩崎ら州の報告のょっにハウス内湿度を高め，葉かび病の発生を助長し

たと思われる。この点に関しては殆ど水を使用しない省力防除法は，特に梅雨時期の高温

多湿時に適した防除法であるといえる。

トマト疫病に対しては， FD法，燃焼法および常温煙霧法について検討した。 FD法と常

温煙霧法では防除効果が劣ったが，原因として， TPNそのものが疫病に対して効果が劣る

上に，投下有効成分量が燃焼法や慣行法に比し少ないことがあげられる。山本ら川）も疫病

の激発条件下でTPNのFD剤による防除効果は劣り，その理由として本剤の使用基準の

散布量では，従来の液剤散布に比し投下有効成分量が少ないことをあげている。

トマト灰色かぴ病に対して TPNとピンクロゾリンを蒸散法，くん煙法および燃焼法で，

またキュウリ灰色かぴ病に対してプロシミドンを常温煙霧法で散布した。各散布法とも投

下有効成分量は慣行法とほぼ同量であった。しかし， トマト灰色かび病の場合はくん煙法

と蒸散法で，キュウリ灰色かぴ病の場合は常温煙霧法で，慣行法に比べて防除効果が劣っ

た。ハウスの位置別のトマトやキュウリ葉への農薬付着状況やスライドグラスへの付着量

から推察して，薬剤のハウス内での拡散が不均一で、散布むらが大きいことと，作物体付着

量が少ないことによる薬量不足が原因であると思われた。一方，キュウリ灰色かぴ病を対

象として， ドリフトレス散布法でイプロジオンを散布した場合には慣行法に優る効果がえ

られた。これはキュウリ葉への付着量が多いことと，ハウス内位置に関係なく比較的均一

に付着し，散布むらが少ないことが原因と思われる。

省力防除法による害虫防除は， FD法と燃焼法で DMTPを散布し，ヒラズハナアザミ

ウマによるトマト白ぶくれ果の発生を調査したが，慣行法と変わらない防除効果がえられ

た。他にも，オンシツコナジラミを対象に FD法，くん煙法，燃焼法でDMTP,endosulfan, 

permethrin, propoxur等を散布し，成虫に対しては十分な効果をえだが，幼虫に対する防

除効果は液剤多量散布より劣ったという報告99）や，オンシツコナジラミ成虫を対象に FD

法で DMTPを散布し，慣行法よりも優れた防除効果をえたという報告2）がある。したが

って，省力防除法による害虫防除は，飛朔する害虫に対しては慣行法と同等の効果が期待

できるものの，葉裏へ寄生する害虫に対しては，当然ながら裏面への薬剤付着量の多少が

効果を左右することになる。

以上の結果から省力防除法による病害虫防除効果は，薬剤の拡散性が悪いために慣行法

に比して劣ることが明らかとなった。このため施設栽培での省力防除法では，いかにして

薬剤を均一に拡散させ，作物体付着量を多くするかが今後の重要な課題であると思われる。
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第3節 常温煙霧法の噴霧方法の改善と防除効果

常温煙霧法は，ハウス片側からの噴霧では薬剤の拡散性に難があり，煙霧機の噴口位置

から離れた所では防除効果が劣ることが，前節のトマト葉かぴ病，疫病およびキュウリ灰

色かぴ病を対象とした試験で明らかになった。そこで，本節では噴霧方法を改善し，施設

内での農薬の拡散性と作物体への付着性，並びに防除効果と農薬残留量に及ぼす影響につ

いて検討を行った27）。

1 .実験材料および方法

( 1) 防除効果鯛査

1 ）試験場所

広島県賀茂郡黒瀬町菅田の農家ビニールハウスにおいて1983年に試験した。

2）対象作物および対象害虫

トマト（品種：ハウストップ）のオンシツコナジラミ成虫とした。

3）供試農薬および剤型（有効成分量）

DMTP水和剤（36%）とした。

4）散布方法および機種名

常温煙霧法は丸山フレッシュハウサ－ MFH300を使用し，慣行法（液剤多量散布）は

初田ダイヤピストン DM型動力噴霧機を使用しスズラン噴孔5頭口を着装して散布した。

5）農薬散布時期・濃度・散布量および、供試ノ＼ウス

散布時期，濃度および散布量は表47に示した。供試ハウスは間口nm，奥行46mのビニ

ールハウスを用いた。

6）常温煙霧機の設置場所および噴霧方法

散布時期別の常温煙霧機の設置場所と噴霧方向を図13に示した。噴霧方法は図13に示し

た位置から，第 1回目はハウス片側からの噴霧のみ，第2回目は所定薬液を半量づっハウ

ス両側からの噴霧とした。第3回目はハウス片側からの噴霧のみとしたが，噴霧途中で換

気扇を 2分間回した。

7）調査方法

農薬散布日毎に，散布前および散布1日， 3日， 7日および14日後に各畝とも2.5m間隔

で調査株を選び，各株上位3葉の成虫数を数えた。調査株数は，各ハウス 5畝について 1
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散布法

常温煙霧法

慣行法

表47 DMTPの濃度及び散布量（10a当たり）

9月20日（第1回） 10月4日（第2回） 10月18日（第3回）

40倍液 8Q (72 g) 40倍液 8Q (72 g) 40倍液 8Q (72 g) 

1000倍液 160Q (58 g) 1000倍液 200Q (72 g) 1000倍液 200Q (72 g) 

注）（ ）内は，投下有効成分量

9月20日散布

’ 

③ 

② 

① 

10月4日散布

Sm 

ι 

戸口

官

Sm 

図13 常温煙霧機設置位置及び噴霧方法

炉は常温煙霧機設置位置と噴

霧方向を示す。

＠ ⑧ 

＠ ⑤ 

③ ② 

慣行法 常温煙霧法

図14 スライドグラス設置位置
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畝当たり17株とした。

(2) 農薬付着量調査

1 ）調査時期

表47に示した散布日に調査した。

2）調査方法

調査場所は図14に示したように，ハウス入口（ I ），中央（II ），奥（III）のそれぞれ3か所

の作条聞に，第2節の試験Iの方法により，スライドグラスをトマトの草丈のほぼ半分の

高きの位置に水平に設置した。スライドグラスは農薬散布日の翌日に回収し，アセトンで

洗浄後定容とし，庁、スクロマトグラフで分析して付着量（有効成分量）を求めた。回収率

は，スライドグラスに0.5ppm溶液0.5mt塗布で＂104.6%であった。

3）庁、スクロマトグラフィ一条件

島津製作所製 FPD付 GC-4BM型を使用した。カラムはガラス製，内径3mm，長き1.5

mを用いた。充填剤は 5% DC-200／ガスクロムQ,80～ 100メッシュとした。温度は試料

気化室250，カラムオーブン190℃とし，力、、ス流量はキャリヤーか、ス（N2) 40～60m.e/min, H2 

200，空気 60m.e/minとし，検出器印加電圧は7.5V (220℃）とした。

(3) 農薬残留量調査

1 ）残留分析用試料の採取

第1回，第2回および第3回散布後，それぞれ1日， 3日， 7日および：］4日目にハウス

全体から無作為に試料を採取し分析に供した。

2）残留分析法

トマト果実の均質化試料をアセトン抽出後， n－ヘキサンに転溶し，フロリジルカラムで

クリーンアップ後アセトンで定容とし，上記3）の条件でガスクロマトグラフで定量した。

回収率は0.Olppm添加で93.8%であった。

2 .結果

(1) 噴霧方法と防除効果の関係

噴霧方法とオンシツコナジラミ成虫に対する防除効果の関係を，表48および図15に示し

た。第 1回目のハウスの片側だけから噴霧した場合では，噴霧翌日の平均密度は常温煙霧

法では0.3に対し，慣行法では0.4と同等の効果がみられたが，常温煙霧機から離れた II' 

Eの位置では生存虫が認められた（図15）。第2回目散布のハウス両側からの半量ずつの噴

霧の場合は，慣行法に比べて生存虫の偏りもなく噴霧翌日から第3回目散布直前まで慣行
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表48 DMTP散布後のオンシツコナジラミの密度推移a)

第1回散布 第2回散布 第3回散布
散布法
直前 1日後 3日後 7日後直前 1日後 3日後 7日後直前 1日後 3日後 7日後 14日後

常温煙霧法 82.7 0.3 2.0 24.2 15.6 0.4 0.1 0.8 3.0 0.1 0.1 0.7 1.5 

慣行法 80.7 0.4 0.6 10.3 34.1 0.7 0.0 0.7 3.1 0.1 0.0 0.8 2.6 

a）上位3葉当たり平均成虫数

表49 スライドグラス表・裏へのDMTP付着量

散布法
散布 設置 表側平均付着量 同左cva) 裏側平均付着量 同左CV 裏／表
月 日 位置 (μg/cm2) （%） （ぽ／cm2) （%） （%） 

3.3 0.16 

9/20 II 2.5 90.4 0.11 43.7 5.3 
III 0.4 0.06 

0.4 0.06 
常温煙霧法 10/ 4 II 1.2 61.2 0.08 26.5 5.3 

III 2.2 0.06 

0.9 0.07 
10/18 II 1. 7 60.2 0.08 22.5 7.4 

III 0.5 0.08 

1.4 0.09 
10/ 4 II 2.5 28.5 0.09 11.9 5.0 

III 1.9 0.11 
慣行法

0.8 0.28 

10/18 II 1.2 35.3 0.21 42.7 23.1 
III 0.6 0.11 

a）常温煙霧法では 9か所，慣行法では 3か所の値

法と同等の防除効果がみられた。また，第3回散布の片側から噴霧して換気扇を回した場

合にふハウス両側から噴霧した場合と同様に，ハウス全体で慣行法と同等かまたはそれ

以上のオンシツコナジラミ成虫の密度低下がみられた。

(2) 噴霧方法と農薬付着量の関係

常温煙霧機の噴霧方法の違いが， DMTPの葉の表・裏への付着性やノ＼ウス内拡散性にど

のような影響を与えるかを，常温煙霧機からの距離およびハウス内の位置別に水平に設置

したスライドグラスを用いて調査し，表49の結果をえた。

9月20日のハウス片側だけからの噴霧では，常温煙霧機に近い Iの位置の付着量は，表・

裏ともに多かったが，常温煙霧機から離れた EとEの位置では少なかった。付着量の変動
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係数（CV）は表側が90.4%，裏側が43.7%と大きかった。

これに対して， 10月4日の半量ずつのハウス両側からの噴霧の場合，あるいは10月18日

のハウス片側から噴霧し途中から換気扇を回した場合には， 9月20日の片側だけから噴霧

した場合に比較して付着量は表・裏とも増加はみられなかったものの，付着量の CVは，

概ね表側で30%，裏側で20%それぞれ小きくなり拡散性が改善された。しかし，表側付着

量に対する裏側付着量の割合は，噴霧方法を変えてもその改善効果は殆どみられなかった。

(3) 噴霧方法と農薬の果実残留量の関係

DMTPのトマト果実における残留量を，第 1固から第3回目散布まで，散布1日， 3日，

7日および14日後に調査した。残留量の消長はどの散布時期でも同じ傾向がみられたので，

表50には第 1回散布と第 2回散布後の調査結果を示した。

常温煙霧機で噴霧した場合の残留量は，慣行法と同等かやや少なかった。また，散布を

重ねることによる残留量の増加は，両散布法とも見られなかった。 DMTPの登録保留基準

表50 トマト果実におけるDMTPの残留量（ppm)

第 1 回散布 第 2 回散布
散布法 散布前

1日後 3日後 7日後 14日後 1日後 3日後 7日後 14日後

常温煙霧法 く0.002 0.220 0.061 0.093 0.023 0.170 0.221 0.091 0.043 

慣行法 く0.002 0.346 0.086 0.089 0.030 0.547 0.385 0.123 0.037 

は0.2ppmで、あり，その安全使用基準は収穫14日前の 3回以内であるが，本試験の結果では散

布7日後には登録保留基準以下となった。

3 .考察

常温煙霧機によるキュウリ灰色かぴ病の防除試験で，ハウス片側だけから噴霧したとき

には，煙霧機から15～ 25m離れると農薬付着量が少なくなり効果が劣ることが明らかにな

った。そこで1 オンシツコナジラミ成虫を対象に DMTP剤の噴霧方法を改善し，ハウス

内拡散性やトマト葉付着と防除効果およびトマト果実残留量に及ぼす影響について検討し

た。

噴霧方法の改善法として，ハウスの両側から噴霧する方法と，ハウス片側から噴霧し換

気扇でハウス内空気を流動させる方法を試みた。DMTPのトマト葉の葉表と葉裏への付着

量および表側付着量に対する裏側付着量の割合とも，顕著な改善効果はみられなかった。

q
J
 

口
δ



しかし，ハウス内の薬剤拡散性は，ハウス片側だけからの噴霧の場合に比較すると噴霧位

置から離れた位置でも付着量が多くなり，しかも裏側付着量がより均ーとなった。金子ら州

もモデル試験で換気扇を回すことによって拡散性が改善されたと報告している。一方，オ

ンシツコナジラミ成虫に対する防除効果は，薬剤のハウス内拡散性とよく一致し，片側だ

けからの噴霧の場合には噴霧位置の反対側（ハウスの奥）では少数ではあるが生存虫がみ

られ，散布後日数の経過とともにこの場所を中心として密度回復が認められた（図15）。し

かし，ハウス両側からの噴霧やハウス片側からの噴霧で換気扇を回した場合には，生存虫

の偏りもなくハウス全体で密度低下がみられ，慣行法と同等以上の防除効果がえられた。

また， トマト果実における DMTPの残留量は，噴霧方法に関係なく慣行法と同等かやや

少なく，登録保留基準を越えないことも確認された。

以上から，広島県に多い間口 6mで奥行の長い単棟ハウスに本散布法を導入する場合に

は，ハウス両側からの噴霧や換気扇の利用は，高い防除効果を得るための必須条件である

と考えた。
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